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　２０１３年１１月３０日～１２月１日に行われた第３５
回全国大会（横浜大会）の報告を掲載した「ふ
ぉあ・すまいる」３１号ができあがりましたので、
お届けいたします。
　横浜大会の１日目は、幹事長の基調報告の
後、横浜の耐震強度不足のマンションの事件に
ついて、被害者の方からご報告いただくとともに、
欠陥住宅全国ネットに多額の寄付をいただきまし
た。われわれの日々 の活動は、被害の予防・
救済であり、今後とも被害者の方々の声を原点
として取り組んでいきたいと思います。
　大会のメインテーマの一つ目は、代表的欠陥
である「雨漏り」を取り上げました。
　雨漏りについては、雨漏りのプロである唐鎌
謙二様に、雨漏れの原因調査と補修について
ご講演いただき、京都ネットの皆様に実務上の
留意点等をお話いただきました。
　メインテーマの二つ目は、「鉄骨造・鉄筋コン
クリート造」を取り上げ、同建物特有の欠陥や
実務上の問題点を検討しました。
　アピールは、現在進行中の民法改正作業に
ついて、時効等の問題を皆で協議・採択し、
関係各所へ送付いたしました。
　大会２日目は、恒例となりました「入門講座」
として「設備関係の欠陥の基礎知識」につい
て、建築設備士の海野法雄様にご講演いただ
きました。

　その他たくさんの勝訴判決の報告など充実し

た大会となりました。
　ご講演、ご報告、ご参加い
ただきました皆さま、ありがとうご
ざいました。
　次回大会は、２０１４年５月３１
日～６月１日、三重県四日市市
での開催を予定しております。
多くの皆さまのご参加をお待ちし
ております。
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幹事長　吉　岡　和　弘（仙台）

欠陥住宅被害全国連絡協議会（全国ネット）横浜大会

基　調　報　告　

　第３５回全国大会を横浜で開催することになっ
た。関東ネットの方々には、立派な会場を確保す
るなど、ご準備等で多大な労力をおかけした。感
謝申し上げる。

１　主張・立証責任の見直しの必要性

⑴ 　従前、私達は、「欠陥」概念を混同してはな
らないとし、「欠陥現象」、「欠陥原因」、「欠陥
判断」を意識的に分類し、「欠陥現象」は被害
者が指摘し、「欠陥原因」は建築士と弁護士が
暴き、「欠陥判断」は裁判官が行うなどとして
被害救済に当たってきた。例えば、「雨漏り」
について言えば、雨が漏るという事実は欠陥現
象であり、同事実は慰謝料請求の根拠とはなり
うるものの、それだけでは補修費等の損害を請
求する根拠足り得ない、なぜなら同雨漏りが瓦
の割れから生じたというなら瓦の補修費用が損
害であるのに対し、基礎の不同沈下で建物にひ
び割れが発生し同箇所から雨が侵入したという
なら地盤、基礎、建物全体の補修費が損害とな
るのだから、被害救済に当たる私達は「雨漏り」
が生じる原因（欠陥原因）を指摘しなければな
らないのではないか。同様に、「コンクリート
のひび割れ」についても、ひび割れという欠陥
現象ではなく、なぜひび割れたかという欠陥原
因を指摘しなければならないのではないか、と
いう問題意識で対応してきた。

⑵ 　しかし、「雨漏り」や「コンクリートのひび
割れ」が生じる原因（欠陥原因）を被害者側が
指摘することは至難のことである。日本建築学
会・「鉄筋コンクリート造のひび割れ対策（設
計・施工）指針・同解説」１．１．ｂは、ひび割
れの原因と特徴を解説表１．１にまとめている

が、それによると、ひび割れ発生原因は、設計、
荷重、外的要因、材料、施工など３４通りにもの
ぼっている。これを実際の建築に携わらなかっ
た被害者側に主張・立証責任を課すことは、殆
どの事案で被害救済の道を閉ざす結果となりか
ねない。同様に「雨漏り」の発生原因を被害者
側が暴く作業は相当の困難を伴う。

⑶ 　立証責任についても同様の疑問が生じてい
る。例えば、マンションの入口付近と北側壁に
配筋不足を発見し、その旨、主張・立証したと
しても、マンション全体の配筋不良を主張・立
証したことにはならず、原則的には柱、梁、壁
等、東西南北全ての箇所を破壊調査し、建物全
体に瑕疵が存在する事実は被害者側の立証責任
となっている。しかし、手持ち証拠もない被害
者側にそうした立証責任を負担させるのは余り
に不公平である。こうした場合、被害者側は、
建物の何カ所かを無作為に抽出し、その箇所に
配筋不良が存在すれば建物全体に配筋不良工事
がなされたとの一応の推定を及ぼし、業者側が
工事写真等を示すなどして同推定を覆す反証を
させ、それに成功しない限り全体的に同一の瑕
疵工事を行ったと認定することこそ公平な立証
責任の分配というものである。同様に、建築業
法１９条２項は追加変更工事につき当事者間で同
追加工事をなすことの合意、及び、追加工事代
金の合意の双方を書面化することを求めている
のに、業者の中には同合意書面を作成しないま
ま、工事完成後、突如、業者作成メモを根拠と
して追加請求を行う者も跡を絶たない。しか
し、何も手持ち資料もない消費者に追加工事の
合意の不存在を証明することは悪魔の証明に等
しい。更には、マンションのスリット工事を省
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略したため地震により柱や梁を損傷した場合、
業者らは、「同スリット違反によって柱や梁が
破壊した因果関係を主張すべき」と主張してく
る。しかし、被害者側が同瑕疵と建物の損壊と
の因果関係や機序を主張・立証することはほと
んど不可能なことである。

⑷ 　そもそも建物は、それを設計し施工した者で
なければその中身は分からない特性を有するも
のだから、建物の建築過程や内容、瑕疵なきも
のを施工した事実等は、設計・監理者、施工者
ら建築に関わった者らが主張・立証すべきはず
のところ、現状の裁判では、消費者側に瑕疵の
存在、及び、瑕疵の補修方法を主張・立証させ
ようとする。これはいかにも不公平であり、む
しろ工事の過程や内容を熟知する業者側にこそ
瑕疵なき事実を立証させるなど、立証責任の転
換をさせることこそ安全な建物を社会に存立さ
せる決め手ではなかろうか。本大会では、果た
して、被害者側にこのような主張・立証責任を
課す構成は正しいのか、こうした問題意識に起
因して本大会のメインテーマが企画された。充
実した報告と議論を期待したい。

２　民法改正問題

　時効・除斥期間、瑕疵概念等について、重要な
局面を迎えている。本日、当ネットとしてのアピ
ールを決議したい。詳細は、三浦・岡田会員から
の報告を参照されたい。

３　地盤問題

　地盤工学会の「地盤品質判定士試験」が終わり、
近々、合格者が発表されるとのことである。消費
者には地盤の内容について知る権利があるのだか
ら、例えば、土地の売主は地盤品質判定士の判定
結果書を買主に交付し地盤の性状等を買主に説明
するなどの仕組みを構築できないか。そのために
は宅建業法３５条の重要事項説明義務に「地盤の性
状等」を組み入れる議論を宅建業協会等と行って
いく必要はないか検討すべき課題である。

４　耐震診断　法改正

　平成２５年、耐震改修促進法が改正された。従前
より一歩進めて、住宅、小規模建築物を含むすべ
ての既存不適格建築物に耐震診断、耐震改修の努

力義務を課し、また所管行政庁には耐震診断、耐
震改修の指導及び助言の権限を付与した。また、
一定規模以上（病院、店舗、旅館等）の不特定か
つ多数の者が利用する建築物、学校、老人ホーム
等の避難確保上特に配慮を要するものが利用する
建築物、危険物を取り扱う建築物、避難路の沿道
建築物）について、所管行政庁は耐震診断、改修
の指示が可能となり、指示に従わない場合、その
旨を公表できることになった。対象となる建築物

（病院、店舗、旅館等は５０００㎡以上、小学校、中
学校は３０００㎡以上、幼稚園、保育園は１５００㎡以上
など）については平成２７年末までに耐震診断が義
務化され、診断をしないと結果が公表されること
になる。一方、改正法は、例えば、「耐震改修計
画の認定」制度の創設、容積率・建蔽率の特例、
耐震性を備えた建物の表示制度、マンションにつ
いては「区分所有建築物の耐震改修の必要性に係
る認定」を受けることにより耐震改修工事で共用
部を変更する場合に必要な議決権を緩和するなど
の促進策等、より改修をし易くする要件の緩和等
や支援制度を設けている。

５　勝利和解報告

　会員が携わってきた耐震強度不足マンション事
件が勝利和解し解決した。本日、同マンション事
件を遂行してきた区分所有者の役員らから多額の
カンパを頂けることになった。同役員、及び、担
当弁護士からも報告を頂き、私達の今後の活動の
糧にしたい。

６　その他、この１０月５日、日本土地法学会が
「住宅の安全と法」というテーマで住宅問題を取
り扱って頂いた。松本立命館大教授から欠陥住宅
被害の法的到達点等が、石黒会員からは行政の実
践と課題が、吉岡からは欠陥住宅の発生要因と今
後の課題等が報告された。議論の詳細は、来年、
双書として発刊予定とのことである。

７　本日は雨漏れにつき、唐鎌・雨漏り診断士
協会専務理事、久守建築士、京都・木内会員、本
條会員が、Ｓ造・ＲＣ造建築物の欠陥について、
藤島会員、森田・東京理学検査構造検査グループ
長の報告を頂ける機会を得た。有益なご講演が期
待される。明日まで活発な議論を期待したい。
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事案の概要
弁護士　河　合　敏　男

１　事件の概要

　本件マンションは、ＲＣ造１０階建、施工者木村

建設㈱、売り主㈱ヒューザーの物件です。姉歯元

建築士が構造設計を行なった物件ではありません

が、耐震強度偽装事件をきっかけに国交省の指導

で全てのヒューザー売却物件を調べたところ発覚

したというものです。

　本件マンションは、確認申請の際、設計者が構

造計算にミスのある書類を提出し、確認審査機関

（日本ＥＲＩ）がそのミスを指摘し修正を指示し

ました。そこで設計者は、鉄筋量を２倍にするな

どの設計変更を構造計算書に数カ所、手書きで書

き入れただけで、再計算はしないまま再提出しま

した。日本ＥＲＩは、再提出された計算書につい

て、鉄筋は増えたがコンクリート量はそのままで

強度は依然不足していたのに気づかず、建築確認

をおろしてしまったというものです。再検証した

ところ、保有水平耐力は０．６４しかないことが判

明しました。

２　訴訟の経緯

　同マンションの住民３７世帯５３名は、平成２１年８

月１２日、横浜市、日本ＥＲＩ、設計者を被告とし

て、取壊建替費用等の損害合計約１４億円の損害賠

償請求訴訟を横浜地裁

に提起しました。

　平成２４年１月３１日、

横浜地裁は、日本ＥＲ

Ｉは国賠法上の責任に

基づき、設計事務所及

び設計者は不法行為責

任に基づき、取壊建替費用相当の損害金約１４億円

の損害賠償の支払を命ずる判決を下しました。横

浜市に対する請求は棄却しました。

　横浜市を除く当事者双方から控訴がなされ、東

京高裁で審理が行なわれました。その結果、裁判

所の和解勧告に従い、平成２５年９月９日、日本Ｅ

ＲＩが６億６５００万円を支払うとの内容で、和解が

成立し、終結しました。

３　訴訟の争点

　争点は、第１に、確認検査機関である日本ＥＲ

Ｉは、構造計算書のどこまでを確認する義務があ

るかという点です。具体的には、耐力壁のせん断

強度（Ｑｗｓｕ）が十分か否かが問題となった建

物でしたが、日本ＥＲＩの主張は、そこまでの確

認義務はなく、簡単にいえば計算書の最初と最後

だけを確認すれば足りるという見解であり、これ

に対して住民側はそれだけでは安全確認として不

「耐震強度不足マンション事件」
被害報告



（6）

十分であり、現に実際の構造耐力は０.６４しか認め

られないのであって、耐力壁のせん断強度の確認

も当然必要だとの主張でした。

　第２の争点は、補修方法として取壊建替えまで

必要か否かという点です。日本ＥＲＩは、建物の

外部に鉄骨でフレームを作って補強するという提

案（外部フレーム工法）を自ら行ない、この補強

方法で十分であると主張したのに対し、住民側は、

このような補強は、既存不適格建物の耐震改修を

目的とする耐震改修法の手法であって、初めから

違法状態にある欠陥建築物の補強に用いることは

許されないし、この工法によれば、一部の居室内

に大きな梁が出てきたり、窓等の開口部も小さく

なるなど、意匠性、機能性が大きく損なわれると

して、相当性は認められないと主張しました。

４　雑感

　高裁での和解協議中に、平成２５年３月２６日、別

件の耐震強度偽装事件関連の事件についての最高

裁判決がありました。その判旨は、

「例えば、当該計画の内容が建築基準関係規定に

明示的に定められた要件に適合しないものである

ときに、申請書類の記載事項における誤りが明ら

かで、当該事項の審査を担当する者として他の記

載内容や資料と符合するか否かを当然に照合すべ

きであったにもかかわらずその照合がされなかっ

たなど、建築主事が職務上通常払うべき注意をも

って申請書類の記載を確認していればその記載か

ら当該計画の建築基準関係規定への不適合を発見

することができたにもかかわらずその注意を怠っ

て漫然とその不適合を看過した結果当該計画につ

き建築確認を行ったと認められる場合に、国賠法

１条１項の適用上違法となる。」とするものです。

　この最判の文言からすると、住民側は、本件マ

ンションについて当然日本ＥＲＩの責任は認めら

れるべきだと解釈しましたが、日本ＥＲＩは逆に

認められないと解釈すべきだと主張しています。

上記最判によって明確な結論が出るわけではな

く、その解釈をめぐって今後も同種の紛争が発生

しうるだろうと推測されるところです。

１ 　私たちのマンションは、３７世帯で約１３０人が

暮しています。小さな子どもからお年寄りまで

幅広い層の方が住んでいます。この事件により

様々な影響が生じています。

　 　現在でも、地震のたびに神経を擦り減らし、

「柱や壁が、崩れるのではないか」など極度の

緊張を強いられています。

　 　会社の転勤のために、マンションの「売却」

や「賃貸」を希望しても、耐震強度に問題があ

ることを理由に断られ、赴任先の「家賃」とマ

ンションの「ローン」に悩まされている方もい

ます。

　 　また、地震を心配して友人や親戚を呼べず

に、ふさぎこんでいる方もいます。

　 　特に、小さな子供がいる世帯は、お友達が呼

べない、一人で留守番がさせられないなど、子

供の成長にも悪影響を与えています。

２ 　そもそも、私たちの事件は「アネハ耐震偽装

問題」が発端となり、「ヒューザー」が販売し

たマンションの再調査により明らかにされまし

た。

　 　私たちがこの事実を知らされたのは、２００６年

２月１８日です。

　 　横浜市からの説明で「大地震時に、柱、梁及

被害者のお話
マンション対策委員会事務局長
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び耐震壁に大きな損傷を生じる恐れがある耐震

強度（０．６４）しかない」ことを聞かされまし

た。

　 　さらに、「ミスをしたのは日本ERIであり、

横浜市には責任がない」ということ、「建築物

の耐震性能が不足しているため、早急に耐震補

強等の是正を行え」という一方的な話を聞かさ

れ、先が真っ暗になったことを思い出します。

　 　私たちが、この日受けた「やり切れない思い」

「精神的ショック」は計り知れませんでした。

また、この時から、いつ起こるかわからない地

震に怯え、不安な毎日を送るようになったこと

は言うまでもありません。

３ 　この事件が明らかになったことにより、「売

れない」「貸せない」「ローンの借り換えもでき

ない」などの事態に直面しました。不動産業者

に相談したところ、「お宅のマンションを調べ

たら耐震強度の問題になっている物件だと分か

りました。耐震強度不足の物件では、たとえ仲

介であったとしても扱うことは出来ません」と

言われました。さらには「今後補強などをして

耐震強度が増したとしても、問題の物件を扱う

ことは出来ない」とも言われました。

　 　耐震強度が足りないという事で、すべてにお

いて身動きが取れない状況となっています。精

神的な被害も甚大です。私たちは「落ち着かな

い」、「眠れない」、「安心できない」毎日を過ご

すようになりました。

４ 　ＥＲＩをはじめ関係機関との調整は、２００６年

２月に発足させた「設計士・民間確認検査機関

ダブルチェックミスによるマンション被害」対

策委員会がすべておこないました。

　 　対策委員会を発足した理由は、マンション管

理組合の役員体制が1年任期で交替することに

なっていたので、継続した取り組みができない

ことは、今後の活動が不利だと考えたからで

す。

　 　私は、この事件が発覚して以来、事務局長と

して現在まで活動しています。休日を返上して

の住民討議は、７年の歳月を費やし、委員会や

住民集会など延べ１５０回を超えています。対策

委員会では、おもに「横浜市、ＥＲＩとの調整」

「弁護団との調整」、「住民集会の開催」など多

岐にわたりました。

　 　特にマンションの住民は人間関係が希薄だと

言われている中、住民による「バーベキュー大

会や花見など」の団結企画も織り交ぜながら、

信頼関係を築いてきました。

　 　幸い、マンションには、２０代から３０代の若い

世帯が多く、仕事も多種多様ですが優秀な方が

多く、積極的に対策委員会の運営を引き受けて

くれました。

　 　ＥＲＩとは２年間にわたり、話し合いをおこ

なってきましたが、提案された補強案は、窓を

閉鎖することにより一部の部屋が納戸になった

り、延床面積が縮小されたり、耐震壁の増強に

よりドアの寸法が縮小され間取りの原形が損な

われたり、外観が損なわれ資産価値も下がった

りと問題が多岐にわたり住民が納得するような

内容とはなりませんでした。途中、建築基準法

の改正もあり、ますます、補強が困難なものと

なりました。

５ 　２００８年、「損害賠償」請求の時効が迫る中、

訴訟の決意を固めました。

　 　私たちは、最初から裁判ありきではありませ

んでした。しかし、議論を積み重ねていくうち

に、これ以上検討しても満足した補強案は得ら

れないこと。

　 　建築を許可した横浜市からは、一方的に「是

正勧告」を受け、「住民税、固定資産税」は、

当たり前に徴収される。

　 　ずさんな確認を行ったＥＲＩは、毎年のよう

に経常利益を上げている中、補強費用は住民側

負担、とした態度を続ける。

　 　こうした状況の中で、まったく道理が通らな

いことに「堪忍袋の緒が切れた」ということで

す。

　 　２００９年１２月の初公判から一審判決までの３年

間、さまざまな困難がありました。

　 　２０１１年３月１１日、東日本大震災では多くの犠

牲者がでました。自然災害の恐ろしさ、人命の

尊さをあらためて認識させられた出来事でし
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た。

　 　本件マンションは「震度５強で壁が損傷」す

ることが宣告されていましたから、その恐怖は

尋常なものではありませんでした。この日、多

くの住民は、家にいる家族は「もうだめだ」と

絶望を抱え、何十キロもある道のりを涙ながら

に帰ったそうです。

　 　幸い、被害はありませんでしたが、次におこ

る大地震では保証はありません。

６ 　一審判決では、私たちの主張が認められ９８％

の大勝利をおさめました。２％の差し引きは横

浜市の責任が認められなかったものです。勝利

の記者会見では、緊張のあまり、顔が引きつっ

り、マスコミにもう少し笑顔にしてくださいと

言われたのを思い出します。

　 　二審公判では、日本の司法制度の現実を知る

ことになります。一審判決で勝利したからと言

って、二審が勝てるとは限らないこと、最高裁

を経て判決が確定するまで何年もかかることで

す。

　 　また、二審の担当裁判官は、開口一番、一審

判決に対し「勝ちすぎです」との話をされまし

た。傍聴していた参加者は、まったく意味がわ

からず困惑していました。

　 　和解協議に入ってからの攻防も、大変なもの

がありましたが、原告団の粘りと、優秀な弁護

団、建築士の力で、この度の結果をのこすこと

ができました。

６ 　最後に、私たちは、これからセカンドステー

ジに入ります。

　 　私たちのマンションを「再生する」というス

テージです。

　 　裁判闘争を主眼としてきた対策委員会は解散

し、あらたな体制でマンションの「再生」を進

めていくことを考えています。これからも、困

難な道は続くと思いますが、この間、築いてき

た住民の団結を崩さずにマンションの「再生」

ができれば良いなと考えています。

　 　今後も皆さまの発展を祈願するとともに、再

生へのお力添えをお願いしまして報告を終わり

ます。ありがとうございました。

メーリングリストへの参加を！
　全国ネットの会員の弁護士・建築士によるメーリングリストが運営されています（現
在、登録者数約440名）。積極的なご参加をお願いします。
　参加ご希望の方は、事務局長宛にFAX（06−6223−1710）でお申し込みください。
　参加資格は原則として会員の弁護士・建築士ですが、それ以外の会員も所属地域ネッ
ト又は全国ネットの事務局長が承認すれば参加できます。
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　本日私がお話しすることは、あくまでも雨漏り

についてのお話です。私には裁判や法律のことは

わかりませんし、それを語る資格も知識もありま

せん。あくまでも雨漏り修理業者のプロとして、

雨漏りトラブルの実例と実務についてお話をいた

します。雨漏りしてる物件に対して、その原因を

突き止めるためにどのような調査をし、調査で得

た結果に基いてどのような修理・補修工事をする

のか？　私が皆様にお話できるのはそれしかあり

ません。予めご了承くださいますようお願いしま

す。

　

　本日は次の３つについてお話します。まず初め

に『弁護士さんにも知っておいて欲しい建物の基

礎知識』。次に『雨漏り調査・雨漏り補修の事例』。

そして最後の３つめに『なぜ雨漏りはなくならな

いのか？』についてお話します。

　

　それではまず初めに『弁護士さんにも知ってお

いて欲しい建物の基礎知識』についてお話しま

す。建物の基本的・根源的な機能は『雨をしのぐ

こと』です。そもそも人類が建物を生み出した理

由は、雨をしのぐことと言っても過言ではないで

しょう。縄文時代の竪穴式住居にしても、明らか

に雨をしのぐためのものです。もちろん風から身

を守るとか、暖を取るとかの効果もありますが、

まず第一に雨をしのぐために建物が必要だったわ

けです。竪穴式住居より以前の横穴式住居にいた

っては、まさに洞穴です。雨から身を守るために

洞穴に入って生活したことが住居、つまり建物の

始まりなわけです。

　建物にとって最も大切な機能が『雨をしのぐこ

と』であるにもかかわらず、実際には雨漏りトラ

ブルが多発している現

実があります。しか

も、実は、建築・リフ

ォーム関係のトラブル

の中で最も多いのが雨

漏りなんです。残念な

がら雨漏りは皆さんが

考えている以上に多いのです。また、雨漏りの場

合は潜在的な雨漏りもあります。どういうことか

と言えば、例えば賃貸マンションとか賃貸アパー

トにおいて、雨漏りが発生しても入居者が不動産

屋さんや家主さんに報告しないケースが多々ある

のです。入居者が、なぜ報告をしないかと言えば、

管理会社さんや業者さんが確認のため部屋に入っ

てくるのが嫌だからです。雨漏りによって大きな

実害があるとか、とても生活できないぐらい本当

に困ったら別ですが、入居者の立場からすれば、

年に１～２回の台風の時だけだったり、少しぐら

いの雨漏りだったら、我慢したほうが楽なので

す。自分の建物じゃないので雨漏りして建物が傷

むことへの心配もありません。わざわざ報告して

くれない人の方が多いのです。入居者からすれば

どうでもいいことなんです。このような潜在的な

雨漏りも考えると、皆さんが考えている以上に雨

漏りが多いということがわかって頂けると思いま

す。

　また、雨漏りする建物を建ててしまうのが、全

て悪質・悪徳な業者というわけではありません。

雨漏りイコール手抜き工事や欠陥住宅というワケ

ではないのです。真面目な業者さんが真面目に取

り組んでいても雨漏りは起きてしまうことがある

のです。ほんのちょっとのミス、ちょっとした確

認もれ、見た目には誰も気づかないような些細な

『雨漏りの原因調査と補修』【要約】
日本外装株式会社　代表取締役　　　　　　　　　　　　 　

ＮＰＯ法人雨漏り診断士協会　専務理事　唐　鎌　謙　二　

特
別
講
演

雨漏れ被害
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キズなどが、雨漏りを引き起こしてしまうからで

す。ましてや相手は水なのでちょっとした隙間を

見逃してくれません。所詮は人間がやることなの

で、１００％完璧でパーフェクトな工事なんてあり

得ません。ほんのちょっとのミスや手違いでも雨

漏りは起きてしまうのです。ですから、悪徳業

者・悪質業者だけが雨漏りを起こしているという

わけではないのです。

　さらに、何よりもこの雨漏りの問題をややこし

くしているのが、雨漏りを直すのがとても難しい

という事実です。雨漏りを解決するためには、ま

ずは建物の構造などに対する専門的な知識が必要

です。木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造、あら

ゆる建築物の構造に関する豊富な知識がなければ

いけません。さらに、雨漏りに関わる全方位的な

施工技術の知識も必要です。業種で言えば、防水

工事、板金工事、塗装工事、屋根工事、左官工事

など、施工技術に関して幅広い知識が必要なので

す。それに加えて、雨漏りそのものに対する専門

的な知識と経験も必要となります。ところが、今

の建設業界というのは、完全な分業制になってい

ます。残念ながら、一人何役をこなせるような多

能工的な職人さんは、今ではほとんどいません。

誤解を恐れずに言えば、今の建設業界で雨漏りの

ことが本当にわかっている人間はほんの一握りと

言っても過言ではありません。雨漏りの原因を解

明することはとても難しく、雨漏りを直せる人間

が極めて少ない。これが雨漏りトラブルが減らな

い要因の一つとなっています。

　

　それでは、１つめのテーマ『弁護士さんにも知

っておいて欲しい建物の基礎知識』についてお話

します。

　まず初めに木造住宅についてお話します。木造

の建物に関して必ず知っておいて欲しいことがあ

ります。それは、木造住宅の場合は、雨漏りを防

ぐ仕組みが二重構造になっている、ということで

す。簡単に説明しますと、例えば木造住宅の屋根

には瓦があります。基本的には、この瓦によって

雨を防いでいるわけですが、台風などの豪雨の時

は、瓦の裏側に雨が入りこんでしまいます。まあ、

重ねてあるだけなので当然です。しかし、瓦の下

には、実はアスファルトルーフィングという防水

シートが張ってあるのです。つまり、まず普通の

雨、通常の雨は瓦で防ぐ。そして豪雨や大雨の時、

万一瓦の裏側に雨が入り込んだ時には、アスファ

ルトルーフィングで雨を防ぐ。こういう二重構造

になっているのです。この二重構造のうち、瓦の

役目を１次防水と言います。つまり１番初めに雨

を防ぐ１次防水です。そして、アスファルトルー

フィングの役目を２次防水と呼びます。１次防水

で防げなかった場合の２次的な備えです。また、

木造住宅は、屋根だけではなく壁も同じように二

重構造になっています。例えばモルタル外壁の場

合、モルタルの下にはアスファルトフェルトとい

う黒い防水紙が張ってあります。この場合は外壁

モルタルが１次防水で、アスファルトフェルトが

２次防水です。サイディング外壁の場合は、サイ

ディングの下に透湿防水紙という白い防水紙が張

ってあります。この場合も同じようにサイディン

グが１次防水で透湿防水紙が２次防水です。

　アスファルトフェルトや透湿防水紙などの２次

防水は、原則としてそれら単体でも雨漏りが起き

ないよう隙間なく余裕をもって重ね張りしてあり

ます。重ね代（かさねしろ）は縦の場合１００ミリ

以上、横の場合２００ミリ以上です。さらに窓サッ

シュとの取り合い（接合部）や配管の貫通部、水

切り金物などとの取り合いは、ブチルテープなど

の強力な防水テープで密着・接着してあります。

つまり、建物の建設中、２次防水を貼り終えた時

点で、もし雨が降っても雨漏りしないようになっ

ていなければならないのです。つまり、逆に言え

ば、木造の建物が雨漏りしているということは、

２次防水に何らかの不具合があることの証明でも

あるのです。屋根にしても壁にしても、雨漏りが

起きるということは必ず２次防水が突破されてい

る事実があるわけです。

　ところが、木造の建物と違って、鉄筋コンクリ

ート造（RC造）や鉄骨造（S造）の場合は２次防

水の概念がありません。基本は１次防水のみで雨

を防いでいる仕組みになっています。ですので、

RC造とS造の場合に覚えておいて欲しいことは、
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RC造とS造は、１次防水に不具合が発生してしま

えば、ダイレクトに雨漏りにつながる構造になっ

ているということです。木造住宅の場合なら、も

し瓦が割れても、その下にアスファルトルーフィ

ングという２次防水がありましたが、RC造・S造

の場合、シート防水やシーリング防水が破れたり

切れてしまったら、そのまま雨漏りしてしまう可

能性が極めて高いということです。

　RC造とS造の場合に多い雨漏りの事例として

は、壁の開口部がらみの雨漏りがあります。開口

部とは窓や換気口など壁に大きな穴があいている

部分のことです。その他には、貫通部の雨漏りが

あります。壁を配管や配線などの穴が貫通してい

る部分のことです。他にはコンクリートの打ち継

ぎからの雨漏りがあります。コンクリートの打ち

継ぎとは、乾燥硬化したコンクリートの上（ある

いは横）に、あらたにコンクリートを打設するこ

とです。この場合、専門用語で言うところのコー

ルドジョイントとなっていて、表面上はくっつい

て一体化しているように見えますが、実際にはコ

ンクリートは一体化していません。時間が経つと

打ち継ぎ部分から剥がれたり、ヒビ割れを起こし

て漏水の原因となります。

　

　さて、次に『雨漏り

調査・雨漏り補修の事

例』に入ります。ここ

からは雨漏りの事例・

実例を見ながら解説を

します。雨漏りの事例

で最も多いものがエア

コンの配管部分からの雨漏りです。エアコン配管

部分からの雨漏りは木造、RC造、S造に関係なく

多いです。特にエアコンの室外機が屋上などにあ

る場合、つまり、エアコン室内設置部よりも、エ

アコン室外機が高い位置にあって、エアコン配管

が上のほうから降りてきているケースでは高い確

率で雨漏りが発生するので注意が必要です。

　木造住宅の雨漏り事例として、シャッターボッ

クスや窓サッシュの上部をシーリング処理したこ

とによる雨漏りもあります。端的に言えば、水の

出口を塞いでしまったことによる雨漏りです。良

かれと思って処置したシーリングが逆に雨漏りの

原因になっているわけです。このようなケースも

けっして少なくありません。

　その他にも、外灯の電線管を伝って雨漏りした

事例や、屋根と壁の取り合い部分の雨仕舞い（「雨

水が濡らす部位部材の形態と配置の選択によって

表面や隙間の雨水を適切に処理し、不具合の発生

を防ぐこと）が悪くて雨漏りした事例もありま

す。

　また、増改築した時に２次防水を切ってしまっ

たことで雨漏りを起こす場合もあるので、増改築

にはリスクが伴うという認識が必要だと思いま

す。残念ながら増改築に伴うリスクはけっして低

いものではありません。

　他にも沢山の雨漏り事例があります。雨漏りは

千差万別です。建物の構造や施工技術、形状、立

地条件など様々な条件によって多種多様な雨漏り

トラブルがあるのです。

　

　最後に、なぜ『なぜ雨漏りはなくならないの

か？』についてお話をしたいと思います。これだ

け建築の技術が発達したにもかかわらず、どうし

て雨漏りがなくならないのか？については、大き

く次の５つの理由が考えられます。

　第１に、日本には雨や雪が降り、台風や地震が

あるということ。第２に、日本、特に都市部では

土地の値段が高いということ。第３に、世の中に

完璧なものはなく、人間は必ずミスを犯すという

こと。第４に、あらゆるものは劣化するというこ

と。第５に、技術が進歩すればその分、人間の能

力が劣化してしまうということ。

　第１の『日本には雨や雪が降り、台風や地震が

ある』については、特に詳しい説明はいらないと

思います。日本は台風が多く、梅雨もあります。

昨今ではゲリラ豪雨など想定外の大雨もあるの

で、気象条件としては世界的にみて雨漏りが起き

やすい地域と言えるでしょう。また、３・１１の東

北大震災では、関東地方でも地震によってヒビ割

れした壁から雨漏りするケースが多発しました。

　第２の『日本は土地の値段が高いこと』と、雨
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漏りの関係についてお話します。土地の値段が高

いということは、必然的に、狭い土地に建ぺい

率・容積率ギリギリいっぱいに家を建てるように

なります。（資本主義は効率を求めますので）結

果的に隣の家とギリギリまで隣接して家を建て

る。ここで問題になるのが軒の出（軒先の長さ）

です。本来、雨仕舞いの観点から言えば、軒の出

は最低でも６０センチぐらいは欲しいんです。そも

そも昔の建物は広い土地に平屋で建っていて、軒

の出が1メートル以上はあった。そして、軒が長

ければ壁に雨が当たらないワケです。つまり昔の

建物の場合、雨漏りは１００%屋根からだったんで

す。なぜなら壁にはそもそも雨が当たらないわけ

ですから。国土交通省所管の住宅リフォーム・紛

争処理支援センターの調査データによると、現代

の雨漏りは屋根からと壁からが半々ぐらいの割合

です。つまり、単純に言えば昔の建物のようにし

っかり軒の長さがあれば、半分の雨漏りは起きて

いない可能性があるのです。逆に言えば、軒の出

が短くなったことによって雨漏りが倍増している

とも言えます。軒の出の問題以外にも、狭い土地

に家を建てることで、建物の形状が複雑になり、

その分雨漏りのリスクが増えている部分もありま

す。

　第３の『世の中に完璧なものはなく、人間は必

ずミスを犯す』について、これも説明は不要だと

思います。どれだけ科学が進み、技術が発達して

も、人間がかかわっている以上、必ず不備やミス、

手違いは起こるということです。それは防ぎよう

がありません。

　第４の『あらゆるものは劣化する』も、そのま

ま言葉通りの意味です。永久的な防水材などあり

ませんから、どんな建物でもいつかは劣化し雨漏

りする可能性が高まります。

　最後の『技術が進歩すればその分、人間の能力

が劣化してしまう』について解説します。これは

簡単に言えば、車や電車などの交通手段が発達

し、人間が歩かないようになった分、脚力が衰え

るということと同じ理屈です。もう少し近い喩え

話をすると、４０～５０年前のトラックやバス、ある

いはタクシーの運転手さん、いわゆるプロのドラ

イバーたちは、車両のちょっとした故障やトラブ

ルは自分で直すことが出来ました。熟練までいか

ないような若い整備士さんより、はるかに知識や

技術がある人が多かったのです。なぜなら、昔の

自動車は故障が多かったため、簡単なトラブルな

ら自力で解決出来ないと、プロのドライバーなど

務まらなかったのです。しかし、最近の自動車は

めったなことでは故障しません。故障しないから

直す技術は必要ありません。その技術を磨く機会

がないワケです。結果的に現代のプロドライバー

に車の故障を直す能力は求められておらず、修理

できる人もほとんどいないワケです。今の建設業

界においても、同じことが言えるのです。建設に

使う資材、材料、部材、道具類など、あらゆるも

のが進化し便利になっています。しかし、その分、

相対的に現場で作業する職人さんたちのレベルは

下がっているのです。これは建設業界に限らない

問題だとは思いますが。

　

　以上の５つの理由から、我々雨漏りのプロとし

ては、おそらく雨漏りトラブルは今後も減ること

はない考えています。また、雨漏りを解決できる

人材の不足は今後も続いていくものと思われま

す。このように、雨漏りトラブルが減らず、雨漏

りを解決する能力をもった人材も増えない中、欠

陥住宅全国ネットなどの活動を日夜頑張っておら

れる皆様に、少しでも雨漏りに関する知識を身に

つけて頂き、不幸にも雨漏りトラブルに巻き込ま

れてしまった被害者の方を、一人でも多く助けて

頂きたいと心から願っております。
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１　はじめに

　今回のミニパネルは、雨漏れが生じている事件

について、①現象、②原因、③補修の３つの観点

から、雨漏り診断士協会専務理事としてご活躍さ

れている唐鎌謙二氏にご意見をうかがい、議論す

ることを目的に実施しました。

　なお、大会当日は、ミニパネルの参考資料とし

て、京都ネット雨漏れ判例分析班において収集・

分析した雨漏れ判例４５選を配布させていただきま

したが、当該判例を準備書面等で引用される際に

は、必ず原裁判例をご参照くださいますようお願

い致します。

２　現象について

　まず、現象面についてですが、雨漏れの現象が

生じていると主張した場合、建築業者側から「雨

漏れではなく、結露である。」との反論が出るこ

とが多いと思われます。そこで、唐鎌氏に対し、

雨漏れと結露との判別は可能であるかどうかにつ

いてお聞きしました。

　唐鎌氏によれば、雨が降ったときに水が出るの

が雨漏れであるのに対し、雨と無関係に現象が出

るならば結露であり、雨と現象の因果関係を証明

できれば、雨漏れであることが判明するのであっ

て、判別は可能、ということでした。唐鎌氏はご

自身のこれまでの努力とご経験より、壁材、天井

などを剥がして、徹底的に調べることが出来れ

ば、原因は確実に分かる、と述べられており、訴

訟等での立証方法に苦慮している我々としては、

非常に心強いご意見でした。また、雨漏れか結露

かを判別するに当たっては、湿度等外的な要因も

左右するため、天候状況も含めてしっかりデータ

をとることが肝心であり、さらに、あくまで雨の

状況を再現すべきで高圧洗浄を使用すべきでない

とのことでした。

３　原因について

⑴ 　次に、訴訟等において、最も苦慮するのが雨

漏れの原因、すなわち雨水の浸入経路の発見で

はないかと思われることから、唐鎌氏に対し、

雨漏れの調査を行う際の調査方法としては、ど

のような方法を採られているかについてお聞き

しました。

　 　業者によって様々な方法を採られているとの

ことでしたが、唐鎌氏が実施されているのは、

まず、居住者・所有者からの聴取りによって、

雨水の浸入が疑われる箇所を推定し、その箇所

に放水実験を行う、という方法でした。その際

にも、建物の上部から放水実験を行えば、浸入

部位の特定が不可能になるため、建物の下部か

ら順に放水実験を行うとのことでした。放水時

間は、一カ所につき木造住宅の場合で１時間半

から２時間程度、Ｓ造住宅なら２時間から３時

間程度、そしてＲＣ造なら最低でも３時間を要

するとのことでした。もちろん、この放水時間

も事案によって異なり、５時間も散水し続けた

ご経験もあるとのことでした。また、放水実験

によってもなかなか原因を発見できなかったケ

ミニパネル 「実務上の留意点・問題点」
雨漏れ被害

弁護士　木　内　哲　朗（京都）
弁護士　本　條　裕　子（京都）



（14）

ースで、居住者からの聴取り等を粘り強く続け

た結果、雨の日に換気扇を使用したときだけ、

屋内の気圧が下がり、雨漏れが生じることが判

明したケースもあったとうかがい、雨漏れが生

じるときの状況について、依頼者から丁寧にヒ

アリングを行うことが原因特定のために重要で

あると感じました。

　 　続いて、気になる調査費用の点ですが、唐鎌

氏によれば、業者にもよりますが、基本的には

人件費であり、１人につき日当５万円、補助者

を付けて１日で約７～８万円が基本とのことで

した。

⑵ 　また、唐鎌氏によれば、雨漏れの原因として、

施工方法間違いのケースがあるとのことでし

た。たとえば、タイル貼り仕様のケースでは、

二次防水としてアスファルトフェルトを使うの

が本来の施工方法であるが、アスファルトフェ

ルトより透湿防水シートの方が高価であるた

め、建築業者が、透湿防水シートの方が防水効

果が高いと勘違いして良かれと思って、透湿防

水シートを使用していることがあるとのことで

した。この場合には必ず雨漏れしますと言われ

ました。他にも、透湿防水シートは横貼りしな

ければならないにもかかわらず、縦貼りにして

いるケースもあるとのことでした。こうした施

工方法の間違いによる雨漏れのケースだと、１

箇所を見て、他の全ての箇所も同じように誤っ

た施工方法が採られていると分かるとのことで

した。唐鎌氏が、「そもそも雨漏れを防ぐ仕組

みについて理解していないと思われる施工がさ

れているケースが多い。技術が発達すれば、そ

れを使用する者の能力が落ちていく。」と述べ

られていたのが印象的でした。

４　補修について

　そして、最後に、補修についてですが、京都ネ

ットの上記雨漏れ判例４５選の中で、東京地裁の裁

判例ですが、木造住宅において、当初は雨漏れが

発生していたが、その後コーキング補修により雨

漏れの現象が治まったというケースについて、現

象が治まっていることを捉えて損害賠償を認めな

かったものがありました。コーキングによる補修

で十分と言えるのか、疑問の残るところでしたの

で、コーキングによる補修の耐用年数と妥当性に

ついてお聞きしました。

　唐鎌氏によれば、木造住宅の場合、コーキング

補修はあくまで一次防水に過ぎないため、二次防

水がどうなっているかを確認せずに雨漏れが治ま

ったと判断するのは早計であるとのことでした。

そして、コーキング補修の耐用年数は、きちんと

コーキングを行ったとしても、せいぜい４～５年

で、メーカーも保証は３年くらいしか出さないと

のことでした。雨漏れを防ぐ構造自体やコーキン

グ補修のこのような性質について、我々自身もし

っかりと理解し、主張立証を行っていくことが必

要であると改めて感じました。

５　質疑応答

　その後、質疑応答の時間を設けたところ、会場

からは沢山の質問が寄せられ、有意義な時間とな

りました。そのうちのいくつかをここでご紹介し

たいと思います。

・問１： 雨漏り診断士とはどのような資格なの

か？

　答１： あくまで任意の団体によるプライベート

ライセンス。

・問２： 遠方でも唐鎌氏に調査依頼をすることは

できるのか？

　答２： 可能だが、やはり交通費等の余分な費用

がかかるのと現在非常に多忙でかなりお

待たせすることになるため、当該地域に

居る協会の会員を紹介する方が良いと考

える。

・問３： 居住者等からの聴取りにより、どうやっ

て雨水の浸入が疑われる箇所を特定する

のか？

　答３： そこは経験としか言いようがない。その

経験やノウハウを伝えていくためにライ

センス形式にしたところがある。

・問４： 雨漏れの原因調査として、赤外線調査が

有効であると聞いたことがあるがそれに

ついてはどうか？
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　答４： 赤外線調査は、湿度の高低を見るもの

で、雨水の浸入経路の判断の補助にはな

るが、赤外線調査単独で原因の判定はで

きない。

６　最後に

　唐鎌氏にはご講演及びミニパネルを通じて、雨

漏れの原因、調査方法等について大変わかりやす

くご教示いただきました。特に、木造住宅とＳ

造・ＲＣ造ではそもそも雨をしのぐための仕組み

が大きく異なること、木造住宅における一次防

水・二次防水の仕組みのご解説は非常に勉強にな

り、今後雨漏れ事案を担当する際には是非とも活

用させていただきたく思います。また、京都ネッ

ト雨漏れ判例４５選の中には、雨漏れの原因が不明

であると認定した裁判例もありましたが、唐鎌氏

が、ご自身のご経験に基づいて「雨漏れの原因は

必ずわかる」とおっしゃられたことは、雨漏れの

事案について取り組む我々にとって、大きな励み

と貴重な教訓になりました。唐鎌氏には、この場

を借りて厚く御礼申し上げます。

平成２６年５月吉日

欠陥住宅被害全国連絡協議会　第３６回四日市大会のご案内
四日市大会　現地事務局　　弁護士　馬場 啓丞

　新緑の候、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、来る平成２６年５月３１日（土）・６月１日（日）、三重県四日市市において、欠陥住宅被害連絡協
議会第３６回四日市大会を開催する運びとなりました。
　三重県で大会を開催するのは、今回が初めてです。三重県では、東海ネットに所属する会員が少ない
ため、至らぬ点も多々あろうかと思いますが、現在鋭意準備中です。大会テーマが現時点では未定のた
め、今回は紙面をお借りして三重県及び四日市市のアピールをさせていただきます。
　四日市市は、三重県北部に位置し、三重県下最大の（県庁所在地の津市よりも多い）人口約３０万人を
擁する工業都市です。近鉄特急に乗れば、名古屋駅から約３０分と、交通の便も悪くありません。
　四日市市は、かの四大公害病の一つである四日市公害が発生した土地として有名です。おそらく皆様
も、四日市といえば四日市公害のイメージが強いのではないでしょうか。現在では、法整備が進み、汚
染防止技術向上などの対策が進歩したため、工業地帯周辺の大気状態は改善されました。もっとも、塩
浜地区・磯津地区に足を向ければ、コンビナートが林立する状況は今も昔も変わりなく、最近では、コ
ンビナートの夜景を見学する船上から見学するツアーも開催されています。
　大会の会場は、じばさん三重（http://jibasanmie.or.jp/home/）です。欠陥住宅とは特には関係あり
ませんが、１階の「じばさん三重名品館」では、三重県の地場産品を購入することが出来ます。これで
お土産の心配は要りません（？）。
　また、じばさん三重は、近鉄四日市駅から徒歩５分と大変便利な場所にあります。懇親会会場である
四日市都ホテルもそのすぐ近くです。近鉄四日市駅の北側にある西新地周辺には県内有数の飲み屋街が
ありますので、懇親会の後に繰り出すのも一興です。
　近鉄四日市駅周辺にはホテルも沢山ありますので、宿泊場所に事欠くことはないと思われます。近鉄
四日市駅からは、湯の山温泉行きの電車も出ていますので、温泉好きの方は湯の山温泉に宿泊されては
いかがでしょうか。
　三重県には有名な食べ物が沢山あります。四日市は「とんてき」、桑名は「蛤」、松阪まで足を伸ばせ
ば「松阪牛」もあります。
　さらに足を伸ばせば、昨年式年遷宮を終えたばかりの伊勢神宮、松尾芭蕉の出生地で有名な伊賀も三
重県にあります。
　最後になりましたが、是非とも多くの方にご来場いただきますよう、お願い申し上げます。
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１．建物の構造種別

①　鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 

②　鉄骨造（Ｓ造） 

③　鉄骨・鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造） 

④　木造 

⑤　その他（煉瓦

造・ＣＢ造・ＰＣ

造等） 

２．建物の主な欠陥現象

①　鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
　Ａ. コンクリートの圧縮強度不足

　Ｂ. ひび割れ

　Ｃ. ジャンカ（豆板）

　Ｄ. コールドジョイント

　Ｅ. エフロレッセンス・漏水跡

　Ｆ. 異物混入（木片,木屑,鉄屑,ビニール等）

　G. 配筋不良（開口補強筋無し）

　Ｈ. 鉄筋のかぶり厚さ不足

　Ｉ. 建物の傾斜及び不同沈下

　Ｊ. 構造スリット無し

　Ｋ. 外壁タイルの浮き・剥落

　Ｌ. その他

ひび割れ

コールドジョイント エフロレッセンス

ジャンカ（豆板）

ひび割れ

コールドジョイント

白い析出物

ジャンカ

代表的な欠陥現象の写真［ＲＣ造−１］

建物の欠陥現象と調査方法について
東京理学検査株式会社　構造物診断グループ　森　田　達　雄　
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異物混入（木片）

構造スリット無し

鉄筋のかぶり厚さ不足

外壁タイルの浮き

梁下面の鉄筋露出

タイルの浮き

代表的な欠陥現象の写真［ＲＣ造−２］

木 片

スリットが確認出来ない

②　鉄骨造（Ｓ造）
　Ａ．溶接部の表面きず

　　　 （割れ、アンダーカット）→ 告示１４６４号に規定

　　　 （ ビード表面の不整、ピット、オーバーラ

ップなど）

　Ｂ．溶接部の内部きず

　　　 （ ブローホール、融合不良、溶込み不良、

割れなど）

　Ｃ．仕口のずれ→告示１４６４号に規定

　Ｄ．突合せ継手の食い違い→告示１４６４号に規定

　Ｅ．発錆

　Ｆ．その他

アンダーカット オーバーラップ

代表的な欠陥現象の写真［S 造−１］

代表的な溶接部の表面きず

代表的な溶接部の内部きず

アンダーカット アンダーカット
オーバーラップ

融合不良

開先面の融合不良

溶込み不良

溶込み不良
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③　鉄骨・鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）
　Ａ ．鉄骨造と鉄筋コンクリート造の欠陥現象を併せた現象

④　木造
Ａ．基礎部のコンクリート強度不足

Ｂ．基礎部の配筋不良

Ｃ．基礎部の鉄筋かぶり厚さ不良

Ｄ．アンカーボルトの定着長さ不良

Ｅ．木材の割れ

Ｆ．筋交いの有無

Ｇ．接続金物の有無,相違

Ｈ．釘の本数不足

Ｉ．建物の傾斜及び不同沈下

Ｊ．その他

仕口のずれ

発　　錆

突合せ継手の食い違い

その他（クランプきず）
代表的な欠陥現象の写真［S 造−２］

アンカーボルトの定着長さ不足

筋交いの有無

木材の割れ

接続金物の有無
代表的な欠陥現象の写真［木造］

アンカーボルト

割れ

筋交い

筋交い

接続金物

接続金物

柱

柱
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３．欠陥現象の主な調査方法
①　鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
Ａ．非破壊試験

　ａ．Ｘ線法

　ｂ．電磁波法（レーダ法）

　ｃ．超音波法

　ｄ．電磁誘導法

　ｅ．反発度法

　ｆ．赤外線法

　ｇ．その他
Ｂ．破壊試験

　ａ．コア採取によるコンクリート強度試験

　ｂ．サンプリングによる各種分析及び試験

Ａ．非破壊試験

a．ｘ線法

ひび割れ

ジャンカ

調査装置（RF-200SPS）

撮影状況写真

データサンプル データサンプル

撮影配置図

適
用
項
目

①　鉄筋径の計測
②　ジャン力の有無
③　貫通若しくは貫通に近いひび割れの可視化
④　拡大率によりコンクリー卜厚さの計測

適
用
限
界
及
び
特
徴

①　適用範囲はコンクリー卜厚さ 300mm 以下。
　　（柱や梁は殆どの場合適用不可）
②　壁若しくは床の両 側 で作業する必要性がある。
③　X 線使用の為、管理区域を設定する必要性がある。
④　１枚の撮影範囲は 300mm × 250mm。
⑤ 　 コンクリー卜内部の情報を実態と同様な形で認識

できる。
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b．電磁波法（レーダ法）

調査装置（ハンディサーチ　NJJ-105）

調査状況写真 測定データ表示例

調査データのサンプル

ハンディサーチの走査方法

適
用
項
目

①鉄筋ピッチの計測
②鉄筋のかぶり厚さの計測
③空洞の有無
④ コンクリー卜厚さの計測

適
用
限
界
及
び
特
徴

① 　適用範囲は片面より深さ 300mm 程度まで
②　鉄筋径は判断不可
③ 　鉄筋ピッチが狭い場合は奥の鉄筋は判断不可
④ 　データ採取を片面から短時間で得ることが可能
⑤　 調査結果が特色のある断面画像の為、直感性なし

データサンプル（調査データ）
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c．超音波法

調査装置（ULCON︲3）

ひび割れ深さの調査方法

ひび割れ深さの算出式

調査状況写真

c-1．コンクリートのひび割れ深さ

データサンプル
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データサンプル

①柱　健全部

①柱－ 11

適
用
項
目

①　ひび割れの深さ計測
② 　コンクリート内部の健全

度評価（ジヤン力等の有無）
③　コンクリートの厚さ計測
④　コンクリー卜の空洞調査

適
用
限
界
及
び
特
徴

①　柱及び梁等の厚い部材に適用可能。
②　ひび割れ深さの適用範囲は500mm程度。
③　その他は適用範囲1000mm程度。
④　数値計測の為、直感性なし。
⑤　ポイン卜測定の為、作業効率が悪い。
⑥　接触媒質を使用する必要性有り。
　　データサンプル（コンクリートのひび割れ深さ）

c-2．コンクリートの健全度調査

調査装置（ULCON︲3）

コンクリートの健全度調査方法

調査状況写真
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d．電磁誘導法

適
用
項
目

①鉄筋ピッチの計測
②鉄筋のかぶり厚さの計測
③鉄筋径の計測

適
用
限
界
及
び
特
徴

①適用範囲は片面より深さ150mm程度まで。
② 鉄筋径の計測はかぶり深さ50mm程度まで。
③過密した配筋の場合は、測定精度が悪くな
る。
④ 2009年度にJASS5 に規定。
　 (JASS5T︲608:電磁誘導法によるコンクリー卜中の鉄

筋位置の測定方法)
　※JASS5T：建設工事標準
　　　　　　 仕様書・同解説　鉄筋コンクリート工事

調査装置（プロフォメーター５）
調査状況写真

調査精度

調査例

e．反発度法

調査装置
（シュミットテストハンマー　NR型）

調査状況写真

シュミットテストハンマーの測定記録
データサンプル
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f．赤外線法

g．その他

調査装置（サーモグラフィー　R300型）

レベル計による不同沈下調査 下げ振りによる建物の傾斜調査

接着力試験機によるタイルの接着力試験スカイチェアーによる外壁打診調査

調査状況写真 熱画像　データサンプル

可視画像
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a．コアな採取によるコンクリート強度試験

b．サンプリングによる各種分析及び試験

コア採取状況

コアサンプリング後

圧縮強度試験結果一覧表

強度試験状況

B．破壊試験

①　コンクリート

　・セメント、原材料、各種鉱物の化学分析

　・コンクリート析出物の定性分析

　・コンクリート内塩化物含有量の測定

　・その他各種定量及び定性分析

②　金属（鉄骨及び鉄筋）

　・材料の静的試験（引張試験・曲げ試験等）

　・材料の各種硬さ試験

　・組織試験（マクロ組織・ミクロ組織試験等）
　　※分析及び試験は専門機関へ委託

②　鉄骨造（Ｓ造）

外観目視検査

浸透探傷試験

磁粉探傷試験

①　アンダーカット
②　オーバーラップ
③　ビード不整
④　ピット

Visual Testing

Penetrant Testing

Magnetic Particle Testing

表面きず（欠陥）の検出

⑤　割れ
⑥　余盛不足・のど厚不足
⑦　仕口のずれ・食い違い
⑧　その他
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各種ゲージ等による表面きず（欠陥）の測定

各種方法による表面きず（欠陥）の検出

アンダーカットの測定

隅肉サイズの測定（のど厚測定）

浸透探傷試験

浸透探傷試験による表面きずの検出

磁粉探傷試験による表面きずの検出

磁粉探傷試験 表面きずの検出状況

表面きずの検出状況

仕口のずれ測定

余盛り高さ測定

超音波探傷試験

放射能透過試験（X線）

①溶込み不良
②融合不良
③スラグ巻き込み
④ブローホール等他

Ultrasonic Tes6ng

Radiographic Tes6ng

内部きず（欠陥）の検出

⑤割れ
⑥その他
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超音波探傷による内部きずの検出

放射線透過試験による内部きず（欠陥）の検出

超音波装置（USM-35X）

試験状況写真

浸透探傷試験

代表的な放射線透過試験による内部きずのX線フィルム

表面きずの検出状況

データサンプル

超音波波形記録

③　鉄骨・鉄筋コンクリート造（SRC造）
　・ 調査方法は鉄筋コンクリート造と鉄骨造を併せた調査方法となるが、既存構造物の場合は、鉄骨部

分の調査はコンクリートで被覆されているため殆どの場合、調査不可となる。

④　木造
　・ 調査方法は基礎部についてRC造である為、RC造で用いた方法によるが、上部については、仕上げ

などにより殆どの場合は目視できないのでX線法により調査を実施する場合が多い。
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１　非破壊検査機器の信頼性

⑴ （河合）例えば、ＲＣ

レーダによるかぶり厚

測定の場合、その測定

結果は信頼できないと

反論されることがあり

ますが、信頼性につい

てはどのように考えれ

ばよいでしょうか。

　�（森田）経験上、基準となるかぶり厚さが確保

されているどうかを判断する上での測定値とし

ては、ほとんど支障のないレベルでの計測がで

きていると考えています。もちろん機械ですか

ら多少の誤差は避けられないところですし、ま

たコンクリートの材料によっても読み取り値に

多少の違いが出ます。しかし、その誤差を解消

するために、計測後に必ず１～２箇所コンクリ

ートをはつり取って実測し、ＲＣレーダの計測

値と比較してその差の数値を出します。そして、

この差の数値に基づき、実測値に補正をかけた

校正値を出して、データとして提供しています。

⑵ （河合）裁判所において、専門委員は、非破壊

検査のことをよく理解しているでしょうか。

　�（藤島）理解している人もいますが、裁判所の専

門委員であっても、非破壊検査の経験や知識が

ない人も少なからずいるのが現状です。被害者

側が一方的に頼んだ検査結果だからという理由

だけで信用してくれない場合もあります。そう

いうときは、現地見分のときに、検査会社の人

にもきてもらって、実演してもらうのが一番よ

いと思います。機械で計測した数値とはつり取

って実測した数値をその場で見せて、検査結果

が正確であることを実証するという作業です。

２　最小値をとるのか平均値をとるのか

⑴ （河合）かぶり厚不足や、鉄筋の配筋間隔が大

きすぎるという場合に、最小値をとるべきでし

ょうか、それとも平均値をとって、それが基準

内ならば問題ないとしてよいのでしょうか。

　 （森田）例えば鉄骨の受け入れ検査のときに、

溶接部分の超音波探傷試験の合否判定をします

が、これは確立した検査基準があってそれに基

づいてやっており、平均値でやるようなことは

ありません。

　 （藤島）施工者側から、かぶり厚などを平均値で

出してＯＫだと主張することがよくあります。

しかし、これは明らかに間違いです。日本建築

学会の鉄筋コンクリート造標準仕様書（ＪＡＳ

Ｓ５）では、「ある部材についての鉄筋のかぶり

厚さという場合は、その中の最小値、すなわち

その部材の最も外側に配置された鉄筋について

のかぶり厚さをいう。」と規定されています。

⑵ （河合）検査会社は、検査結果に基づいて合否

判定や所見を記載しますか。

　 （森田）明確な判定基準が設定されている場合

は、その判定基準に適合しているか否かという

形で合否判定をします。それ以外に、検査会社

鉄骨造・鉄筋コンクリート造建築物の
欠陥調査と欠陥判断

一級建築士　藤　島　茂　夫
東京理学検査株式会社　森　田　達　雄

（司会）　弁護士　河　合　敏　男

パネルディスカッション
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の判断や所見を記載することは、私たちの役割

ではないので、やっておりません。

　 （藤島）検査会社に所見を書かせたり、安全性

の見解を述べさせることはすべきではありませ

ん。検査会社に求められているのは、あくまで

現状をありのままに報告することで、善し悪し

の判断をすべき立場にないからです。しかし、

注意しないと、特に施工者側で検査依頼がなさ

れて検査が行なわれる場合、施工者に有利な所

見を書かせられることがあります。ですから、

もし裁判の中で検査するように求められたとき

は、「検査会社の報告書には決して所見を記載

しないこと」という条件をつけるべきです。

３　現象と原因。原因の立証まで必要か。

　 （河合）例えばコンクリートのひび割れで、「収

縮クラックだから問題ない」との反論が業者側

からなされることが多いと思います。ひび割れ

の原因はたくさんあるのですか。

　 （藤島）ひび割れの原因は、２０種類以上ありま

す。その外観を見ただけで、直ちに原因を特定

するのはなかなか困難です。施工者にいわせる

と、ひび割れは何でもかんでも収縮クラックだ

と言いますが、そのような断定はできません。

　 （森田）経験としてたくさんのひび割れを見て

きました。その経験からある程度の推測をする

ことはできますが、見ただけで原因を断定する

ことはできません。

　 （河合）コンクリートのひび割れは、コンクリ

ートの性質上避けられないのですか。

　 （藤島）そのようなことはありません。きちんと

施工要領を守り、湿度や温度を管理し、養生を

怠らないようにして注意深く打てば、ひび割れ

のないコンクリートを打設することは可能です。

　 （河合）ひび割れの原因が何であれ、建物にと

って有害なひび割れを生じさせてはいけないと

思いますが、いかがですか。

　 （藤島）そのとおりです。柱、梁、耐力壁などの

構造部材で、深度の大きいひび割れが生じた場

合、構造上、力の伝達は阻害され、部材として

の剛性も当然低下します。設計時における構造

計算は、部材の強度も剛性もきちんと確保され

ているとの前提で計算されているので、施工の

段階でこれに欠陥を生じさせた場合は、構造計

算の前提が崩れ、構造安全性が阻害された状態

となるということになります。

　 （河合）そうだとすると、欠陥住宅では、瑕疵

の現象だけではなく、瑕疵の原因を特定して主

張立証すべきだとよく言われますが、コンクリ

ートのひび割れに関しては、原因の特定とその

立証までは必要ないというべきではないでしょ

うか。

　 （藤島）ひび割れの原因は何かというところま

で立証する必要はないと考えます。重要なの

は、結果として、建物としての使用上支障とな

るようなひび割れかどうかということです。建

築基準法施行令３６条の３は、「建築物の構造耐

力上主要な部分には、使用上の支障となる変形

又は振動が生じないような剛性及び瞬間的破壊

が生じないような靭（じん）性をもたすべきも

のとする。」と規定しています。ひび割れはこ

こにいう「変形」に該当しますが、過大なひび

割れは、「使用上の支障となる変形」というこ

とになりますので、構造部材に過大なひび割れ

現象が存在するというだけで、建築基準法違反

の状態ということになります。つまり、それだ

けで瑕疵と認定することができるはずです。

　 （河合）議論を聞いていて、「コンクリートはひ

び割れがあって当然」との誤った常識が根底に

あるのではないかと感じました。コンクリート

も建築材料の一つである以上、原則としてひび

割れのような「傷モノ」であってはならないと

の常識が共通認識となる必要があるのではない

かと思います。パネラーの皆様、本日はありが

とうございました。
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　建築設備の不具合と建築の瑕疵について、昨年

１２月の講演と内容が重複する部分もありますが、

換気設備を中心に解説します。

　特に換気設備は建築基準法施行令第２０条に細か

く規定されており、またシックハウスについても

規定されており、大変重要です。

換気設備
１．換気の基礎
⑴　換気の必要性

１ ）建物の機密性の向上

　 　最近の住宅やオフィスは機密性が高く、すき

ま風などによる自然換気は期待できない状況で

す。

　 　給気口の無い第３種換気方式がよく見受けら

れます。

　「給気」が無いと「換気」は出来ません。

　給気の計画を忘れずに

　 　換気扇が据え付けてあっても、給気の入り口

が無ければ換気扇の排出機能は正常に働かず、

また新鮮な空気が供給されないためガス器具な

どの燃焼時一酸化炭素（CO）の発生量が増加

します。

２）住生活の向上

　 　台所、居間、寝室、子供室など、部屋の用途

別に必要な換気量が異なるため、各部屋ごとの

条件に合った換気計画が必要となります。

　　換気扇にはいろいろな種類があります。

　部屋の用途、条件に応じた換気設計を

　 　換気扇には用途、目的に応じ様々な機種があ

ります。建物の構造によっても使い分けが必要

です。

３）住生活の向上

　 　燃焼廃ガス量（空

気使用量）も依然と

して多く、酸欠によ

る事故も発生してお

り、廃ガスの排出が

重要です。

　 　建築基準法で給気

口の設置が義務づけられております。

　 　特に調理室では燃焼器具の廃ガス量に見合っ

た換気を建築基準法では燃焼器具、廃ガス量に

より必要換気量を定めています。

４）冷暖房効果の向上、保持

　 　冷暖房効果の向上、保持を目的に、住宅性能

が、より気密性・断熱性を重視する方向に変化

しています。

　居間などでの居室では冷暖房時こそ換気が重要

　 　冷暖房時の部屋は、冷暖房効果をあげるため

閉め切りがちになり、知らない間に空気が汚れ

たり、人体に悪影響をあたえます。そのため、

冷暖房時でも換気は必須条件となります。

　 　この場合、室内の温度を急激に変化させない

ような熱交換形換気扇や、小風量タイプでの２４
時間（常時）換気が適しています。

５）高層集合住宅の増加

　 　高層集合住宅が増加しており、これに伴い強

い外風環境下でも必要な換気量を確保できる換

気設備が必要です。

　 　窓からの換気が望めませんので、機械換気が

必須です。

⑵　換気の効果

１）換気

　 　ここでいう換気とは、狭い意味での換気であ

り、その中には人に新鮮な空気を供給すること

設備関係の欠陥の基礎知識《換気設備》
建築設備士　海　野　法　雄（東京）

入 門 講 座
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を目的とする場合と、室内にある燃焼器具の燃

焼に必要な新鮮空気を供給することを目的とす

る場合の、二つがあります。

２）脱臭

　 　室内空気を排出することによって、室内の臭

気濃度が低くなります。一般住宅の台所・トイ

レや飲食店・スーパーなどの臭気が発生する場

所では、換気による脱臭効果をあげています。

３）除塵

　 　室内に浮遊するホコリを、換気の力で排出

し、ホコリの少ない衛生的な室内環境を維持す

ることが出来ます。

４）除湿

　 　浴室など湿度の高いところでは、天井や壁の

傷みは予想以上に早いものです。換気により、

いつも乾いた浴室にしておけば、見違えるほど

長持ちします。

５）室温調整

　 　夏の夜、換気扇で室内の熱気を排出し、涼し

い外気を取り込めば、冷房運転を押さえること

も出来ます。冬の暖房時期には、空気のかくは

ん（サーキュレーション効果）により、室内温

度を均一にし、暖房効果を上げることが出来ま

す。

２．換気の方法と換気量
⑴　自然換気と機械換気

住宅の自然換気回数（内外の温度差５～10℃　無風）

家の種類 構　　造
１時間の

換気
回数

和室（粗） 木造、畳、木製サッシ 3.0

和室（密） 木造、畳、木製サッシ 1.5

洋室（粗） 木造、木製サッシ 0.7

洋室（中） 木造、木製サッシ 0.5

洋室（密） コンクリート、金属サッシ 0.25

　従来の木造住宅は機械換気設備を設置しなくて

も２回／時の換気量があると言われています。

⑵　換気に関する規定（建築基準法）

換気を要する室 換気設備の種類 機械換気設備による
換気量

・ 無窓の居室（換
気に有効な窓あ
るいは開口部の
面積がその室の
床面積の1/20未
満の室）

・自然換気設備
・機械換気設備
・中央管理方式
の空調

V ≧ 20Af / N [m3/h]
Q：必要換気量[m3/h]
Af： 床面積－換気上

有効な開口面積
[m2]×20

N： １人当たりの専有
面積

　　≦ 10 [m2/人]

・ 集会場などの居
室、劇場・映画
館・演芸場・観
覧場・公会堂お
よ び 集 会 場 の
居室

・機械換気設備
・中央管理方式
の空調

V ≧ 20Af / N [m3/h]
Af： 床面積[m2]
N： １人当たりの専有

面積
　　≦ ３ [m2/人]

・ 調理室・浴室・
湯沸室等でかま
ど・こんろ・そ
の他火を使用す
る設備または器
具を設ける室

・自然換気設備
・機械換気設備

V ≧ Kq  [m3/h]
K： 単位燃焼量当た

りの理論廃
ガス量×定数

q：燃料消費量

⑶　換気量

１）居室の換気

必要換気量 [m3/h]＝ 
　２０×居室の床面積 [m2]

　　　　　　　　　 １人当たりの専有面積 [m2]

　上式は建築基準法施行令第２０条の２第２号に基

づいています。
※ 上式の「２０」は２０［m3/h･人］の意味ですが、この根

拠は成人男子が静かに座っているときのCO2 排出量に
基づいた必要換気量です。

居室の必要換気量（参考値）

室　　名 標準在室密度
[m3/h]

必要換気量
[m3/m2･h]

事務所（個室） 5.0 6.0
事務所（一般） 4.2 7.2
銀行営業室 5.0 6.0
商店売場 3.3 9.1
デパート（一般売場） 1.5 20.0
デパート（食品売場） 1.0 30.0
デパート（特売場） 0.5 60.0
レストラン・喫茶（普通） 1.0 30.0
レストラン・喫茶（高級） 1.7 37.5
宴会場 0.8 37.5
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ホテル客室 10.0 3.0

空調・衛生工学会規格「SHASE�102�1₉₇1」

室　　名 標準在室密度
[m3/h]

必要換気量
[m3/㎡･h]

劇場・映画館（普通） 0.6 50.0
劇場・映画館（高級） 0.8 37.5
休憩室 2.0 15.0
娯楽室 3.3 9.0
小会議室 1.0 30.0
バー 1.7 17.7
美容室・理髪室 5.0 6.0
住宅・アパート 3.3 9.0
食堂（営業用） 1.0 30.0
食堂（非営業用） 2.0 15.0

（備考）必要換気量は室内炭酸ガス濃度0．1％になるよう、１人
当たりの排気量を30m3/hとして算出。

２）火を使用する室の換気

３．送風機と圧力
　ちょっと専門的になりますが、静圧と動圧を理

解してください。

⑴　静圧と動圧

静圧：内側から風船を押さえつけている圧力。

　　　 送風機は羽根車により空気を圧縮し、静圧

を上げる機械です。

動圧：風船の口をあけたときに勢い良く出てくる

　　　 空気の圧力。扇風機の風も押す力がありま

すがこれも動圧です。

　　　 最近羽根のない扇風機がありますが、扇風

機内部は圧力が高く（静圧がある）、この

圧力を利用しています。

全圧：静圧＋動圧

　　　 ダクト（風導）の抵抗計算は全圧で計算し

ます。ファンの特性（風量と圧力の関係：

ＰＱ線図）は静圧で示されているので、ダ

クトの圧力損失計算から動圧を差し引かな

ければなりませんが、通常、動圧分は余裕

と考え全圧＝静圧として扱っています。

⑵　送風機特性と静圧

　 　下図は送風機の特性と、ダクトの抵抗を図に

した一例です。

　　右下がりの線がファンの特性です。

　　右上がりの線がダクトの抵抗線図です。

　 　風量が４２０m3/h、そのときのダクトの抵抗が

１００Paであった場合、「 印の点です。

　 　実際の運転風量は、パイプ抵抗曲線に沿い、

ファンの特性曲線とぶつかったところが実際の

運転風量となります。この例ですと４４０m3/h・

１１０Paです。

４．通過風速と圧力の関係
⑴　通過風速と圧力損失

　 　レンジフードの場合、弱運転の風量を２５０m３/h、

強運転の風量を４００m３/hと仮定したときの給気口

の抵抗を考えてみます。

　 （給気口は１５０φ、抵抗係数ζはベントキャップ

=３.１４、給気グリル=５.５１、計８.６５とする。）

　ここに ：ΔPt：全圧 [Pa]

　　　　　 　V ： 風速 [m/sec]

　　　　 ρ：空気の密度 [kg/m３] = １.２
　　　　 ζ： 抵抗係数
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　２５０m３/hの時の圧力損失（全圧）

　　V＝２５０/（３６００×０.０７５２×３.１４）＝３.９３ [m/sec]

　　（０.０７５は１５０φ給気口の半径 [m]）

　　ΔPt＝（３.９３２×１.２/2）×８.６５＝８０ [Pa]

　４００m3/hの時の圧力損失（全圧）

　　V＝４００/（３６００×０.０７５２×３.１４）＝６.２９ [m/sec]

　　ΔPt＝（６.２９２×１.２/2）×８.６５＝２０５ [Pa]

　 　下図は通過風速と圧力の関係を図に表したも

のです。

　　風量が２倍になると抵抗は４倍になります。
風量　m3/h

⑵　圧力差と扉等にかかる圧力

　 　圧力差が扉等にどのような力が加わるのでし

ょうか。

　 　Pa（パスカル）と力の関係は、重力の加速

度が９.８m/S２ですから９.８で割ると力（g/mm２）

となります。

　１Pa＝１/９.８ g/mm２＝０.０１ g/cm２

　 　Paでは単位が小さいので、１０００倍したkPa（キ

ロパスカル）で表しますと、１kPa＝０.０１０２ kg/

cm２です。約１kPa＝０.０１kg/cm2

　１kPa＝１０kg/m２

　 　仮に扉の面積が２.０m2、圧力差０.２kPaとしま

すと、０.２×１０=２.０ kgの力が加わります。

⑶　圧力差と窓の音鳴り

　 　同様に窓の面積が４.０m2、圧力差０.２kPaとし

ますと、０.４×１０=４.０ kgの力が加わります。

　 　４.０kgの力が窓面に加わるわけですから窓が

ゆがみます、結果サッシに隙間ができそこから

空気が吹込みますので笛と同じ原理で音が発生

します。

　 　パッキン等で隙間を少なくしても、窓がゆが

みますのであまり効果はないでしょう。

湿り空気と結露

１．湿り空気とは
　空気を考えるとき、全く水分を含まない乾燥し

た空気と、水蒸気（水分）と分けて考えると分り

やすいでしょう。

　通常空気は水分を含んでおりますので、湿り空

気です。

⑴　相対湿度

　 　温度が低いと空気に含むことができる水蒸気

の量は小さくなります、逆に温度が高くなると

多くの水蒸気を含むことができます。

　 　ある温度における水蒸気量がこれ以上となっ

た場合は、水蒸気として保たれなくなり水とな

ります、この時の湿度が１００％で飽和状態です。

水蒸気の量が飽和状態のちょうど半分の時が湿

度５０％ですが、空気に占める水蒸気の量は温度

により変わります。

⑵　絶対湿度

　 　乾き空気（乾燥した空気）中に水蒸気がどの

くらい含まれているかを表します。乾き空気１

kg中、水蒸気がx［kg］含まれることになりま

すので、単位は［kg/kg（DA）］となります。

分母のDAは乾き空気の意味です。

　 　温度に関係なく空気中の水蒸気の量（湿度）

を表すことが出来ます。

２．結露
⑴　冬期の結露

　 　空気中に含むことができる水蒸気量は温度に

よって変化し、温度が高いほどたくさん含むこ

とができます。暖房時（冬の寒い日）に窓ガラ

スの表面に水滴がつくのは、室の空気中にあっ

た水蒸気が冷たいガラスの表面に触れて、その

温度での飽和状態（湿度１００％）となり結露し

たものです。

　 　結露が頻繁に起きると建材が痛んだり、カビ

が発生したり健康に悪い影響を及ぼします。室内

の発生量をおさえ断熱をよくし、暖かい部屋と冷

たい部屋を作らず、換気をする（水蒸気を外に出

す）ことで室内の結露を防ぐことができます。
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窓ガラス（１重ガラス）の外気温と
結露する室内温湿度の関係結露する室内温湿度の関係

結露する部分

室
内
湿
度
　
　

（％）

外気温度　（℃）

⑵　地下のクロゼットの注意

　 　地下室ですので、当然換気設備が必要です。

しかし、夏の高温多湿の空気を地下室に導入す

るとどうなるでしょうか。

　 　地下室の壁面は地中温度の影響で、地中温度

は年間を通して大きな変化はありません夏で１７
～１８℃程度です。

　 　地中壁を断熱または２重壁としても室内側の

壁面温度は、相当低い温度になっています。特

に床面が地中に接している場合は注意が必要で

す。

　 　このような表面温度の低い部分に高温多湿の

空気が導入されると、温度の低い部分が結露し

ますので、必ず、除湿器または、エアコンの設

置が必要です。

　 　ここでもう一つ重要なのは、換気回数が多い

（導入外気量が多い）場合は、大型の除湿器が

必要となってきます。

⑶　加湿の必要性

　 　冬期の室内は乾燥しますので加湿が必要とな

りますが、灯油炊きファンヒーターを暖房機と

して使用した場合、灯油が燃焼するとき水蒸気

が発生します。加湿器と併用する場合は加湿が

過剰にならないよう注意が必要です。

　 　外気１０℃相対湿度５０％の空気を２２℃迄加熱す

ると、相対湿度２３％となり乾燥状態となります

（加湿しない場合は絶対湿度一定）空気線図で

確認してみてください。

⑶　空気線図

横軸　　温度（乾球温度）℃
縦軸　　絶対湿度　kg/kg(DA)
ＲＨ　　湿度（相対湿度）　％
ｈ　　　エンタルピ　空気が持っている熱量

26℃
24℃
22℃

絶
対
湿
度

乾 球 温 度
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裁判外での解決方法
弁護士　神　崎　　　哲（京都）

入 門 講 座

第１　はじめに～企画の趣旨

　欠陥住宅訴訟は、多大な時間と労力と費用を要

しますが、その反面、①判決内容が請求どおりで

なく不十分な水準にとどまることが多いこと、②

控訴や上告により長期化すること、③判決で賠償

請求権が認められても全額回収できるとは限らな

いこと、④その結果、欠陥を十分に補修できない

危険性があること、等といった様々な困難な問題

に直面しています。そして、このような問題があ

るため、欠陥住宅の被害者が手続を採ることを断

念され「泣き寝入り」をさせられる事態も少なか

らずあります。

　今回の入門講座は、訴訟で「全面戦争」をせず

に解決できる手法を検討しました。

　例えば、裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）にも、

いろんな選択肢があります。訴訟の前段階で解決

を試みるというにとどまらず、証拠収集方法の一

方法として活用できたり、訴訟で困難な対応を技

術問題の協議を通じて直接交渉で行うことも考え

られます。

　そこで、種々の紛争解決手法について多角的に

見てみようということで、各地域ネットの５名に

よるリレー報告を企画し、次のような報告を行い

ました。

① 　京都ネットの中村さんと私は、裁判外紛争解

決手続（ＡＤＲ）の一般論や種類

② 　東海ネットの柘植さんは、全国でも最も活発

に利用されている弁護士会紛争解決センター

③ 　関東ネットの河合さんは、国民生活センター

のＡＤＲという新たな制度

④ 　中国・四国ネットの風呂橋さんは、手続以外

の示談交渉における「寝技の極意」

第２�　ＡＤＲで行わ
れ る「 あ っ せ
ん 」、「 調 停 」、
「仲裁」手続

　裁判外紛争解決手続、

いわゆるＡＤＲ（Alter-

native Dispute Resolution）と呼ばれるものには

各種のものがありますが、そこで行われてる手続

としては、大きく分けると、「あっせん」、「調

停」、「仲裁」という３種類があります。

１　あっせん手続
⑴　意義

　 　「あっせん」とは、対立する当事者に話し合

いの機会を与え、第三者が双方の主張の要点を

確かめ、相互の誤解を解く等して、紛争を終結

（和解）に導こうとする手続です。

⑵　特徴

　 　調停と同様に和解による解決をめざします

が、あっせんは、法律的又は技術的な争点が少

ない事案に適していると言われます。また、基

本的に当事者間の話し合いを促すものゆえ、必

ずしも「あっせん案」の提示は行われません。

⑶　効力

　 　あっせんの結果、解決内容の合意に達すれ

ば、両当事者は和解文書に調印することになり

ますが、これは民法上の和解（民法６９５条～６９６
条）ということになります。ですので、このま

までは民事執行法上の債務名義になりませんの

で、強制執行ができません。任意に履行がなさ

れない場合、裁判所に訴訟提起し、和解書に沿

った判決を得て強制執行を行うことになりま
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す。

　 　このような事態に備えて和解成立時に債務名

義にしておく方法としては、①強制執行認諾文

言のある公正証書の作成、②簡易裁判所での即

決和解（民訴法２７５条）が考えられます。

２　調停手続
⑴  意義

　 　「調停」とは、対立する当事者に話し合いの

機会を与えて紛争解決のための努力を行っても

らい、場合により調停案を示して勧告すること

により紛争を解決しようとする手続です。

⑵　特徴

　 　当事者間の話し合いを促すのみならず、積極

的に解決策を調停案として勧告することがで

き、また、担当委員が複数である点（あっせん

では１人が原則）等が、あっせんとの相異点と

言われています。

⑶　効力

　 　あっせんと同様、民法上の和解の効力と同じ

です（但し、裁判所の調停手続は確定判決と同

じ効力を有します）。

３　仲裁手続
⑴　意義

　 　あっせんや調停のような和解による解決でな

く、第三者に裁判所の判決に代わる「仲裁判断」

を下してもらう制度です。

⑵　「仲裁合意」

　 　紛争を裁判によらずに仲裁判断により解決し

ようとする制度ゆえ、仲裁申立の前提として、

当事者間に紛争を仲裁に付する旨の合意（仲裁

合意）が必要とされます。

　 　仲裁合意の時期は紛争発生の前後を問いませ

んが、書面での合意が必要です（仲裁法１３条２

項）。建設工事請負契約では、約款に付属して

いることもよく見られます（民間連合約款等）。

この仲裁合意が為されると、裁判所に訴訟提起

しても訴え却下となります（仲裁法１４条）。な

お、消費者と事業者の事前仲裁合意について

は、合意解除の特例が定められています（仲裁

法附則３条）。

⑶　仲裁手続における解決

　 　仲裁委員によって審理手続（訴訟に準じた主

張・立証の手続）を経た後、仲裁判断が示され

ます。仲裁判断は確定判決と同一の効力ですが

（仲裁法４５条１項）、強制執行のためには裁判所

の執行決定を得る必要があります（仲裁法４６条

１項）。

　 　なお、仲裁手続の過程で和解が成立すること

もあります。①当事者間で和解契約を締結して

仲裁申請を取り下げる方法（期日外和解）や、

②仲裁の審理期日において仲裁委員が立会人と

して和解書を作成して仲裁申請を取り下げる方

法（期日内和解）もありますが、③当事者で合

意した和解の内容を主文とする仲裁判断を審査

会が行う方法（和解的仲裁判断）を採ることが

時効中断効や執行力の観点から多いようです。

４　あっせん・調停・仲裁の長短
　あっせん・調停は、ともに和解による解決をめ

ざす手続ですが、あっせんは、法律的又は技術的

な争点が少ない事案に適しており、調停は、法律

的又は技術的な争点が多い事案に適すると言われ

ています。注意点としては、特別の定めがない限

り申立には時効中断効がありません。

　これに対し、仲裁は、仲裁法によって仲裁申立

に時効中断効が認められていますが、仲裁判断に

よらずに手続が終了した場合は認められません

（仲裁法２９条２項）。

　仲裁は、あっせん・調停とちがって債務名義と

なる点で、強制執行も念頭に置いている場合には

意味があります。ただ、法律的・技術的な争点が

多く、争いが深刻な場合には、証人尋問や鑑定手

続の必要性やその費用（例えば証言の反訳費用）

等についても考慮すれば、仲裁手続よりも訴訟手

続の方がふさわしい場合もあると思われます。何

よりも、不服申立の余地がある訴訟と異なり、仲

裁手続は、「一発勝負」になりますので、仲裁合

意があって解除できない場合を除き、現実的には

積極的に利用されることは少ないでしょう。な

お、仲裁合意については、当事者が事業者である
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ために仲裁法附則による解除が認められない場合

でも、両当事者が合意解除することは可能です。

但し、審理が進んだ後、仲裁委員の心証が推測さ

れるような段階になれば、有利な立場にある（と

考える）当事者が合意解除に応じないでしょうか

ら、早期段階で行う必要があります。

第３　各種のＡＤＲ制度について

　欠陥住宅紛争で利用が考えられる各種のＡＤＲ

制度を、「紛争解決手続の選択肢」として一覧表

にまとめてみました。この一覧表は、京都ネット

の木内哲郎・上田敦・松村絵里子・浅井勇希・中

村映利子各弁護士と私で調べて作成したもので

す。

　各種制度説明は中村さんにご報告して頂いたの

で、私からは、これらの紛争解決方法の選択にお

いて留意すべきと思われる事項をご説明したいと

思います。

１ 　各手続の特性をよく理解したうえで、目的を

明確にして手続を選択すること

　 　第１に、手続に要する費用や期間、労力等を

考える必要があります。

　 　第２に、相手方が手続に応じる可能性を考え

る必要があります。すなわち、訴訟と違って強

制力がないだけに、相手方が欠席すれば和解も

できません。そこで、裁判所からの呼出でなけ

れば応じないだろうと思われる相手の場合には

簡裁の調停の方がベターであり、そういう意味

では紛争処理機関の性格も考えなければなりま

せん。また、両当事者が遠方に所在しているた

め、中間地点で手続を採りたいという場合、裁

判所ならば管轄がネックになりますが、ＡＤＲ

の場合、それがクリアできることもあります。

２　時効などの期間制限に注意すること

　 　訴訟や裁判所の調停と異なり、ＡＤＲの場合

には基本的に申立に時効中断効がありませんの

で、期間制限との関係では十分な注意が必要で

す。

３ 　請求内容の実現を見据えつつ、当該手続の獲

得目標を明確にすること

　⑴　修補請求をしたい場合

　　 　相手方に金銭賠償の資力が不十分な場合や

将来にわたる保証やメンテナンスを相手方に

させたい場合などは、相手方に補修させる必

要がありますが、修補請求をする場合には、

訴訟手続が最適とは言い難いところがありま

す。例えば、請求内容（訴状「請求の趣旨」）

における修補工事内容の特定の困難性もさる

ことながら、工事途中等に問題が発生した場

合に対応が困難になります。

　　 　このような場合には、ＡＤＲの手続を利用

して修補内容の協議を行い、手続継続中に工

事を完了させた後に、工事を終えた確認と将

来の保証を内容とする和解をするといった手

法も考えられます。

　⑵　損害賠償金の回収に不安がある場合

　　 　相手方が宅建業者であり、当該取引が宅建

取引であれば（請負契約は対象外）、宅建業

保証協会に対する苦情の相談・解決の手続を

利用して、弁済業務保証金を確保するという

方法も考えるべきでしょう。

　⑶ 　鑑定したいが費用がない等、立証方法に悩

んでいる場合

　　 　住宅紛争審査会の対象事件であれば、その

手続の中で費用負担なく鑑定できる場合もあ

りますし、評価機関から必要書類の取り寄せ

もありえます。最終解決まで期待するのは厳

しい場合であっても、証拠収集方法を検討す

るうえで、一考に値するのではないでしょう

か。

（おわび）
　本稿は、第34回大会（福岡大会）の報告として前号の「ふぉあ・すまいる」（No.30） に掲載すべ
きところ、全国ネット事務局の手違いで前号に掲載できずに、本号にて掲載させていただくことに
なりました。ご報告者である神崎哲弁護士及び全国ネットの会員の皆様にお詫び申し上げます。
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法

2
6
7

条
、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

・
相

手
方

が
話

合
い
に
応

じ
な
く

と
も
、
判

断
を
下

せ
る
。

・
手

続
が

公
開

。

・
執

行
力

、
時

効
中

断
効

あ
り
。

・
相

手
方

に
対

す
る
強

制
の

契
機

が
働

き
や

す
い
。

・
執

行
力

あ
り
。

・
不

成
立

の
場

合
で
も
、

1
ヶ
月

以
内

に
訴

え
を
提

起
す
れ

ば
時

効
中

断
効

あ
り
（
民

法
1
5
1

条
）
。

ま
た
申

立
人

が
そ
の

旨
の

通
知

を
受

け
た
後

、
２
週

間
以

内
に
訴

え
を
提

起
す
れ

ば
印

紙
の

流
用

可
（
民

事
調

停
法

1
9

条
）
。

→
不

成
立

の
場

合
、
訴

訟
へ

の
移

行
が

比
較

的
容

易

建
築

士
に
よ
る
相

談
・
調

停
解

決
が

で
き
な
い
事

案
で
あ
っ
て
も
、
「
宅

建
業

法
上

の
取

引
に
よ
り
生

じ
た
債

権
」

に
つ
い
て
は

、
責

任
・
額

に
つ

き
本

部
の

認
証

審
査

を
受

け
れ

ば
、
弁

済
業

務
保

証
金

（
上

限
1
0
0
0
万

円
。
但

し
、
従

た
る
事

務
所

が
あ
れ

ば
1
事

務
所

ご
と
に

5
0
0
万

円
が

追
加

）
の

弁
済

を
受

け
る
こ
と
が

で
き
る
（
宅

建
業

法
6
4
条

の
8

Ⅰ
)。

短
所

・
一

般
に
時

間
が

か
か

る
。

・
本

人
で
の

対
応

が
困

難
（
弁

護
士

委
任

が
必

要
に
な
る
こ
と

多
し
）
。

・
調

停
委

員
と
し
て
、
弁

護
士

・
建

築
士

が
選

任
さ
れ

る
と
は

限
ら
な
い
。

・
裁

判
所

に
よ
る
差

が
激

し
い
。

・
調

停
不

成
立

に
な
っ
た
際

に
不

調
証

明
を
採

る
と
、
調

停
申

立
書

か
ら
の

主
張

の
変

遷
が

明
示

さ
れ

る
。

・
あ
っ
せ

ん
は

、
制

度
上

、
委

員
の

解
決

案
の

提
示

が
予

定
さ
れ

て
い
な
い
。

・
民

法
上

の
和

解
の

確
定

効
は

あ
る
が

、
確

定
判

決
と
同

一
の

効
力

は
有

し
な

い
。

合
意

成
立

を
め
ざ
し
て
お
ら

ず
、
ア
ド
バ

イ
ス
に
留

ま
る
。

・
欠

陥
住

宅
被

害
は

、
宅

建
業

者
が

責
任

を
争

う
ケ
ー
ス

が
多

く
、
基

本
的

に
解

決
可

能
性

が
低

い
。

【
弁

済
業

務
保

証
金

の
短

所
】

・
苦

情
相

談
受

付
に
よ
る
順

位
保

全
の

早
い
者

順
。

・
認

証
審

査
に
時

間
が

か
か

る
（
損

害
賠

償
請

求
の

判
決

確
定

後
１
年

程
度

か
）
。

・
瑕

疵
や

責
任

に
つ
い
て
鋭

い
対

立
が

な
く
、
相

手
方

が
話

し
合

い
に
応

じ
る
姿

勢
が

あ
る
事

件
。

・
宅

建
業

者
に
明

ら
か

な
故

意
・
過

失
が

認
め
ら
れ

る
事

案
。

・
補

修
を
求

め
る
事

件
。

・
訴

訟
も
視

野
に
入

れ
て
い
る

が
、
債

権
回

収
に
不

安
の

あ
る
事

件
。

不
向

き
な
事

件

・
補

修
を
請

求
し
た
い
事

件
。

C
f.瑕

疵
・
責

任
に
争

い
な
く
、
補

修
費

用
額

の
み

見
解

が
相

違
す

る
事

件
。

・
宅

建
業

者
の

立
場

か
ら
同

情
の

余
地

の
あ
る
事

件
。

・
和

解
あ
っ
せ

ん
手

続
で
は

な
く
、
あ
く
ま
で
相

談
と
い
う
位

置
づ
け
。

・
宅

建
業

者
が

相
手

方
で

あ
っ
て
も
、
請

負
契

約
は

対
象

外
。

な
し

必
要

な
し

弁
護

士
た
だ
し
、
建

築
士

も
選

任
可

明
確

な
規

定
な
し
（
濫

用
・
不

当
目

的
の

申
請

は
、
受

理
し
な
い
）

気
軽

。
フ
ッ
ト
ワ
ー
ク
よ
し
。

消
滅

時
効

名
  
称

根
拠

規
定

所
管

手
続

種
類

紛
争

処
理

担
当

者

期
日

現
場

見
分

鑑
定紛
争

解
決

手
続

の
選

択
肢

弁
護

士
会

館
な
ど

弁
護

士
会

館
　
そ
の

他

経
費

と
の

兼
ね

合
い
次

第
？

建
設

工
事

紛
争

審
査

会

建
設

業
法

２
５
条

都
道

府
県

（
都

道
府

県
審

査
会

）
国

交
省

（
中

央
審

査
会

）

【
中

央
建

設
工

事
紛

争
審

査
会

】
①

当
事

者
双

方
が

大
臣

許
可

業
者

②
双

方
が

建
設

業
者

で
、
許

可
し
た
行

政
庁

が
別

③
一

方
が

建
設

業
者

で
、
大

臣
許

可
【
都

道
府

県
建

設
工

事
紛

争
審

査
会

】
①

双
方

が
知

事
許

可
業

者
②

一
方

が
建

設
業

者
で
、
知

事
許

可
③

双
方

が
無

許
可

業
者

で
、
現

場
が

区
域

内
等

　
　
（
建

設
業

法
2
5
条

の
9
）

弁
護

士
学

識
経

験
者

建
設

業
界

関
係

者
合

計
1
5
名

（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
）

但
し
、
特

別
委

員
（
同

法
2
5
条

の
7
）

取
扱

対
象

事
件

①
評

価
住

宅
（
品

確
法

上
の

住
宅

性
能

表
示

制
度

を
利

用
し
て
、

建
設

住
宅

性
能

評
価

書
が

評
価

機
関

か
ら
発

行
さ
れ

て
い
る
住

宅
）

②
保

険
付

き
住

宅
（
特

定
住

宅
瑕

疵
担

保
責

任
履

行
確

保
法

に
よ
る
）

建
設

工
事

の
請

負
契

約
に
関

す
る
紛

争

住
宅

紛
争

審
査

会

住
宅

品
質

確
保

促
進

法

各
単

位
弁

護
士

会

紛
争

解
決

セ
ン
タ
ー

認
証

Ａ
Ｄ
Ｒ
に
関

し
て
は

、
Ａ
Ｄ
Ｒ

促
進

法
。

１
〜

２
名

各
単

位
弁

護
士

会
(大

阪
は

公
益

法
人

）

１
万

円
（
消

費
税

別
）

期
日

手
数

料
を
と
る
単

位
会

あ
り

１
万

円
（
非

課
税

）

あ
り
（
単

位
会

ご
と
に
異

な
る
）

・
認

証
A

D
R
か

否
か

で
効

果
に

差
異

が
あ
る
こ
と
に
要

注
意

。

委
員

次
第

か
。

可
能

可
能

弁
護

士
建

築
士

　
　
　
　
等

４
か

月
以

内
を
想

定
か

（
c
f.
建

設
業

法
2
5
条

の
1
7
）

数
度

数
か

月
程

度

可
能

可
能

予
納

が
必

要
（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
3
）

不
要

不
要

・
対

象
事

件
が

限
定

的
。

　
売

買
の

紛
争

や
設

計
監

理
者

と
の

紛
争

も
対

象
外

（
設

計
施

工
分

離
発

注
で
設

計
者

に
責

任
追

及
し
た
い
場

合
は

対
応

不
可

）
。

・
地

域
に
よ
る
利

用
度

の
差

が
激

し
い
（
利

用
さ
れ

て
い
な
い
地

域
で
は

、
委

員
が

不
慣

れ
な
こ
と

も
）
。

・
元

請
・
下

請
間

に
お
け
る
紛

争
事

件
。

必
要

（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
3
）

可
能

必
要

・
補

修
を
求

め
る
事

件
。

・
話

し
合

い
に
よ
り
、
双

方
の

譲
歩

を
引

き
出

し
、
柔

軟
な
解

決
が

可
能

（
仲

裁
手

続
で
も
、
最

終
的

に
は

、
仲

裁
判

断
に
よ
ら
ず
し
て
解

決
す
る
こ
と
が

多
い
）
。

・
手

続
が

非
公

開
。

約
１
２
回

審
査

会
が

設
定

な
し

な
お
、
国

民
生

活
セ
ン
タ
ー
の

所
在

は
東

京
都

港
区

。

な
し

重
要

消
費

者
紛

争
下

記
①

〜
③

の
い
ず
れ

か
で
あ
っ

て
、
国

民
生

活
セ
ン
タ
ー
が

指
定

す
る
事

件
。

①
 同

種
被

害
が

相
当

多
数

の
消

費
者

紛
争

②
 国

民
の

生
命

、
身

体
又

は
財

産
に
重

大
な
危

害
を
及

ぼ
し
、
又

は
及

ぼ
す
お
そ
れ

が
あ
る
消

費
者

紛
争

③
 そ

の
他

、
争

点
が

多
数

又
は

錯
綜

し
て
い
る
な
ど
、
事

件
が

複
雑

で
あ
る
こ
と
そ
の

他
の

事
情

に
よ
り
紛

争
解

決
委

員
会

が
実

施
す
る
解

決
の

た
め
の

手
続

に
よ
る
こ
と
が

適
当

で
あ
る
と
認

め
ら
れ

る
消

費
者

紛
争

国
民

生
活

セ
ン
タ
ー
法

１
１
条

法
律

や
商

品
、
役

務
の

取
引

に
つ
い
て
の

専
門

的
な
知

識
・
経

験
を
有

す
る
者

請
求

額
　
あ
っ
せ

ん
 調

停
 仲

裁
1
0
0
0
万

→
2
.5
万

 4
.9
万

 1
2
万

3
0
0
0
万

→
5
.3
万

 9
.9
万

 1
8
.6
万

5
0
0
0
万

→
7
.3
万

 1
4
.9
万

 3
6
万

な
し

留
意

点

長
所

特
徴

事
件

に
よ
る

適
合

性

適
し
た
事

件

・
職

権
証

拠
調

（
性

能
評

価
機

関
等

に
説

明
・
資

料
提

出
の

要
求

）
が

可
能

。

・
フ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

よ
い
手

続
が

セ
ー
ル

ス
ポ
イ
ン
ト
。

・
成

立
手

数
料

が
、
訴

訟
の

印
紙

代
よ
り
も
安

く
な
る
場

合
も
あ
り
。

・
専

門
的

知
見

を
有

す
る
委

員
に

よ
る
解

決
。

・
成

立
手

数
料

が
必

要
。

・
告

示
の

技
術

的
基

準
（
ｶ
ﾞｲ
ﾄﾞ
ﾗ
ｲ

ﾝ
）
に
該

当
す
る
事

件
（
但

し
、
瑕

疵
判

定
基

準
で
な
い
点

に
注

意
）
。

・
相

手
方

が
瑕

疵
や

責
任

を
争

っ
て
い
る
事

件
。

・
瑕

疵
・
損

害
額

・
責

任
等

に
つ
い

て
対

立
が

激
し
い
事

件
。

・
民

間
連

合
約

款
を
使

用
し
て
い

る
場

合
、
審

査
会

の
仲

裁
を
合

意
し
て
い
る
こ
と
が

多
い
。

・
対

象
外

の
事

件
（
評

価
住

宅
以

外
の

一
般

住
宅

、
中

古
評

価
住

宅
の

転
得

者
）
は

利
用

で
き
な

い
。

・
あ
っ
せ

ん
・
調

停
手

続
か

ら
仲

裁
手

続
へ

の
移

行
あ
り
。

・
相

手
方

が
話

し
合

い
に
応

じ
る

姿
勢

を
見

せ
て
い
る
事

件
。

・
複

雑
で
な
い
事

件
。

手
続

費
用

欠
陥

住
宅

京
都

ネ
ッ
ト
　
入

門
講

座
P

T

・
欠

陥
住

宅
や

リ
フ
ォ
ー
ム
詐

欺
等

の
同

種
被

害
者

が
多

数
い
る

事
件

。

・
紛

争
処

理
結

果
が

公
表

さ
れ

る
場

合
あ
り
。

不
要

可
能

不
要

・
履

行
の

勧
告

が
あ
る
。

・
不

成
立

の
場

合
に
訴

訟
の

援
助

（
資

料
提

供
等

）
が

あ
る
。

・
消

費
者

保
護

の
観

点
が

強
い
。

・
電

話
会

議
や

現
地

期
日

を
積

極
的

に
設

け
る
。

・
解

決
指

針
が

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー
の

紛
争

解
決

に
も
用

い
ら
れ

る
た
め
、
多

数
の

消
費

者
の

保
護

に
資

す
る
。

対
象

事
件

が
限

定
的

。

東
京

（
品

川
）
　
な
お
電

話
会

議

２
〜

３
回

概
ね

４
か

月
以

内
を
目

標

国
セ
ン

A
D

R

国
民

生
活

セ
ン
タ
ー

無
料

可
能

委
員

の
裁

量
（
申

立
人

へ
の

後
見

的
立

場
か

ら
事

務
局

が
実

施
）
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民
事

訴
訟

民
事

調
停

事
務

所
協

会
A

D
R

宅
建

業
保

証
協

会
Ａ
Ｄ
Ｒ

建
築

士
事

務
所

の
業

務
に
関

す
る
苦

情
当

該
「
宅

地
建

物
取

引
業

保
証

協
会

」
（
全

国
宅

地
建

物
取

引
業

保
証

協
会

、
不

動
産

保
証

協
会

）
に
加

入
す
る
宅

建
業

者
の

取
り
扱

っ
た
宅

地
建

物
取

引
に
関

す
る
苦

情

民
事

訴
訟

法
民

事
調

停
法

建
築

士
法

2
7
条

の
5
（
苦

情
の

解
決

）
宅

建
業

法
6
4
条

の
3
Ⅰ
①

、
6
4
条

の
5
（
苦

情
の

解
決

）

裁
判

所
（
1
4
0
万

円
以

下
は

簡
裁

）
簡

易
裁

判
所

事
務

所
協

会
宅

建
業

保
証

協
会

（
宅

建
業

法
6
4
条

の
2
Ⅰ

）

訴
訟

調
停

あ
っ
せ

ん
、

調
停

仲
裁

和
解

あ
っ
せ

ん
仲

裁
あ
っ
せ

ん
、

調
停

仲
裁

和
解

仲
介

仲
裁

苦
情

の
相

談
苦

情
解

決
の

あ
っ
せ

ん
苦

情
の

相
談

・
解

決
（
指

導
に

よ
る
調

停
解

決
）

申
立

手
数

料

印
紙

代
（
例

）
　

1
0
0
0
万

円
→

5
万

円
　

3
0
0
0
万

円
→

1
1
万

円
　

5
0
0
0
万

円
→

1
7
万

円

印
紙

代
（
例

）
　

1
0
0
0
万

円
→

2
.5
万

円
　

3
0
0
0
万

円
→

4
.9
万

円
　

5
0
0
0
万

円
→

7
.3
万

円

無
料

無
料

成
立

手
数

料
な
し

な
し

な
し

な
し

管
轄

場
所

の
制

限

土
地

管
轄

あ
り

（
原

告
住

所
地

・
被

告
住

所
地

・
物

件
所

在
地

）

土
地

管
轄

あ
り

(相
手

方
住

所
地

。
但

し
、
物

件
所

在
地

は
自

庁
処

理
も
あ
り
）

現
場

が
当

該
都

道
府

県
の

案
件

に
限

定
。

な
し

人
数

１
名

o
r３

名
２
〜

３
名

あ
っ
せ

ん
１
名

調
停

２
〜

３
名

２
〜

３
名

あ
っ
せ

ん
１
名

調
停

３
名

３
名

１
名

又
は

２
名

以
上

1
名

又
は

2
名

以
上

（
う
ち

1
名

は
弁

護
士

）

２
名

苦
情

相
談

：
相

談
員

１
名

苦
情

解
決

：
委

員
会

５
名

程

資
格

・
出

身
母

体

裁
判

官
原

則
、

4
0
〜

6
9
歳

で
、
弁

護
士

・
医

師
・
大

学
教

授
・
公

認
会

計
士

・
不

動
産

鑑
定

士
・
建

築
士

等
の

専
門

家
の

ほ
か

、
地

域
で
活

動
し
て
き
た
人

（
事

件
内

容
等

に
応

じ
、
適

任
者

を
指

定
）

建
築

士
協

会
の

相
談

員
委

員
会

開
催

場
所

裁
判

所
簡

易
裁

判
所

事
務

所
協

会
保

証
協

会

回
数

目
安

概
ね

３
回

以
内

３
回

京
都

の
場

合
、
月

１
回

、
固

定
し

た
相

談
日

に
呼

出
。

相
談

を
含

め
２
〜

３
回

程
度

期
間

２
〜

３
年

が
目

標
概

ね
３
ヶ
月

以
内

1
0
0
日

程
度

が
目

標
原

則
１
回

開
催

頻
度

に
よ
る

可
否

可
能

（
検

証
・
現

場
進

行
協

議
）

可
能

（
現

場
調

停
）

可
能

可
能

。
立

入
検

査
（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
1
）

予
定

し
て
い
な
い

可
能

気
軽

さ
裁

判
官

次
第

。
調

停
委

員
次

第
。

必
要

性
あ
る
場

合
の

み
ゆ

え
、
例

外
的

か

費
用

負
担

な
し

な
し

不
要

可
否

可
可

予
定

し
て
い
な
い

予
定

し
て
い
な
い

費
用

負
担

必
要

（
折

半
又

は
申

請
側

が
予

納
し
た
う
え
、
判

決
時

に
訴

訟
費

用
と
し
て
負

担
決

定
）

必
要

（
折

半
又

は
申

請
側

で
予

納
）

執
行

力
有

無

あ
り

あ
り

な
し

あ
り

な
し

但
し
、
簡

裁
の

即
決

和
解

を
使

っ
て
執

行
力

担
保

の
運

用

あ
り

な
し

あ
り

な
し

但
し
、
履

行
の

勧
告

あ
り

あ
り
（
仲

裁
法

4
5
Ⅰ

）
な
し

但
し
、
弁

済
業

務
保

証
金

か
ら
の

弁
済

あ
り

申
立

に
よ
る

時
効

中
断

効

あ
り
（
民

法
1
4
7
条

1
項

）
。

但
し
、
訴

え
却

下
又

は
取

下
の

場
合

は
な
し
（
民

法
1
4
9
条

）
。

一
定

要
件

（
相

手
方

不
出

頭
ま

た
は

不
調

の
と
き
、

1
か

月
以

内
に
提

訴
）
の

も
と
、
あ
り

(民
法

1
5
1
条

）
。

な
し

あ
り
（
仲

裁
法

2
9
条

2
項

本
文

）
。

但
し
、
仲

裁
判

断
に
よ
ら
ず
終

了
し
た
場

合
は

な
し
（
但

書
）
。

認
証

Ａ
Ｄ
Ｒ
に

関
し
て
あ
り

あ
り
（
仲

裁
法

2
9
条

2
項

本
文

）
。

但
し
、
仲

裁
判

断
に
よ
ら
ず
終

了
し
た
場

合
は

な
し
（
但

書
）
。

一
定

要
件

（
打

切
後

１
か

月
以

内
に
提

訴
）
の

も
と
、
あ
り
（
建

設
業

法
2
5
条

の
1
6
）

あ
り
（
仲

裁
法

2
9
条

2
項

本
文

）
。

但
し
、
仲

裁
判

断
に
よ
ら
ず
終

了
し
た
場

合
は

な
し
（
但

書
）
。

あ
り
（
国

民
生

活
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
法

2
7

条
）

あ
り
（
仲

裁
法

2
9
条

2
項

本
文

）
。

但
し
、
仲

裁
判

断
に
よ
ら
ず
終

了
し
た
場

合
は

な
し
（
但

書
）
。

な
し

な
し

解
決

が
時

効
に

与
え
る
影

響

確
定

判
決

は
、
時

効
期

間
が

「
確

定
時

か
ら
１
０
年

」
に
伸

び
る
（
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

前
段

、
1
5
7
条

2
項

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
民

事
調

停
法

1
6
条

、
民

訴
法

2
6
7

条
、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

確
定

判
決

と
同

一
効

力
（
仲

裁
法

4
5
条

1
項

、
民

法
1
7
4
条

の
2
第

1
項

後
段

）
。

・
相

手
方

が
話

合
い
に
応

じ
な
く

と
も
、
判

断
を
下

せ
る
。

・
手

続
が

公
開

。

・
執

行
力

、
時

効
中

断
効

あ
り
。

・
相

手
方

に
対

す
る
強

制
の

契
機

が
働

き
や

す
い
。

・
執

行
力

あ
り
。

・
不

成
立

の
場

合
で
も
、

1
ヶ
月

以
内

に
訴

え
を
提

起
す
れ

ば
時

効
中

断
効

あ
り
（
民

法
1
5
1

条
）
。

ま
た
申

立
人

が
そ
の

旨
の

通
知

を
受

け
た
後

、
２
週

間
以

内
に
訴

え
を
提

起
す
れ

ば
印

紙
の

流
用

可
（
民

事
調

停
法

1
9

条
）
。

→
不

成
立

の
場

合
、
訴

訟
へ

の
移

行
が

比
較

的
容

易

建
築

士
に
よ
る
相

談
・
調

停
解

決
が

で
き
な
い
事

案
で
あ
っ
て
も
、
「
宅

建
業

法
上

の
取

引
に
よ
り
生

じ
た
債

権
」

に
つ
い
て
は

、
責

任
・
額

に
つ

き
本

部
の

認
証

審
査

を
受

け
れ

ば
、
弁

済
業

務
保

証
金

（
上

限
1
0
0
0
万

円
。
但

し
、
従

た
る
事

務
所

が
あ
れ

ば
1
事

務
所

ご
と
に

5
0
0
万

円
が

追
加

）
の

弁
済

を
受

け
る
こ
と
が

で
き
る
（
宅

建
業

法
6
4
条

の
8

Ⅰ
)。

短
所

・
一

般
に
時

間
が

か
か

る
。

・
本

人
で
の

対
応

が
困

難
（
弁

護
士

委
任

が
必

要
に
な
る
こ
と

多
し
）
。

・
調

停
委

員
と
し
て
、
弁

護
士

・
建

築
士

が
選

任
さ
れ

る
と
は

限
ら
な
い
。

・
裁

判
所

に
よ
る
差

が
激

し
い
。

・
調

停
不

成
立

に
な
っ
た
際

に
不

調
証

明
を
採

る
と
、
調

停
申

立
書

か
ら
の

主
張

の
変

遷
が

明
示

さ
れ

る
。

・
あ
っ
せ

ん
は

、
制

度
上

、
委

員
の

解
決

案
の

提
示

が
予

定
さ
れ

て
い
な
い
。

・
民

法
上

の
和

解
の

確
定

効
は

あ
る
が

、
確

定
判

決
と
同

一
の

効
力

は
有

し
な

い
。

合
意

成
立

を
め
ざ
し
て
お
ら

ず
、
ア
ド
バ

イ
ス
に
留

ま
る
。

・
欠

陥
住

宅
被

害
は

、
宅

建
業

者
が

責
任

を
争

う
ケ
ー
ス

が
多

く
、
基

本
的

に
解

決
可

能
性

が
低

い
。

【
弁

済
業

務
保

証
金

の
短

所
】

・
苦

情
相

談
受

付
に
よ
る
順

位
保

全
の

早
い
者

順
。

・
認

証
審

査
に
時

間
が

か
か

る
（
損

害
賠

償
請

求
の

判
決

確
定

後
１
年

程
度

か
）
。

・
瑕

疵
や

責
任

に
つ
い
て
鋭

い
対

立
が

な
く
、
相

手
方

が
話

し
合

い
に
応

じ
る
姿

勢
が

あ
る
事

件
。

・
宅

建
業

者
に
明

ら
か

な
故

意
・
過

失
が

認
め
ら
れ

る
事

案
。

・
補

修
を
求

め
る
事

件
。

・
訴

訟
も
視

野
に
入

れ
て
い
る

が
、
債

権
回

収
に
不

安
の

あ
る
事

件
。

不
向

き
な
事

件

・
補

修
を
請

求
し
た
い
事

件
。

C
f.瑕

疵
・
責

任
に
争

い
な
く
、
補

修
費

用
額

の
み

見
解

が
相

違
す

る
事

件
。

・
宅

建
業

者
の

立
場

か
ら
同

情
の

余
地

の
あ
る
事

件
。

・
和

解
あ
っ
せ

ん
手

続
で
は

な
く
、
あ
く
ま
で
相

談
と
い
う
位

置
づ
け
。

・
宅

建
業

者
が

相
手

方
で

あ
っ
て
も
、
請

負
契

約
は

対
象

外
。

な
し

必
要

な
し

弁
護

士
た
だ
し
、
建

築
士

も
選

任
可

明
確

な
規

定
な
し
（
濫

用
・
不

当
目

的
の

申
請

は
、
受

理
し
な
い
）

気
軽

。
フ
ッ
ト
ワ
ー
ク
よ
し
。

消
滅

時
効

名
  
称

根
拠

規
定

所
管

手
続

種
類

紛
争

処
理

担
当

者

期
日

現
場

見
分

鑑
定紛
争

解
決

手
続

の
選

択
肢

弁
護

士
会

館
な
ど

弁
護

士
会

館
　
そ
の

他

経
費

と
の

兼
ね

合
い
次

第
？

建
設

工
事

紛
争

審
査

会

建
設

業
法

２
５
条

都
道

府
県

（
都

道
府

県
審

査
会

）
国

交
省

（
中

央
審

査
会

）

【
中

央
建

設
工

事
紛

争
審

査
会

】
①

当
事

者
双

方
が

大
臣

許
可

業
者

②
双

方
が

建
設

業
者

で
、
許

可
し
た
行

政
庁

が
別

③
一

方
が

建
設

業
者

で
、
大

臣
許

可
【
都

道
府

県
建

設
工

事
紛

争
審

査
会

】
①

双
方

が
知

事
許

可
業

者
②

一
方

が
建

設
業

者
で
、
知

事
許

可
③

双
方

が
無

許
可

業
者

で
、
現

場
が

区
域

内
等

　
　
（
建

設
業

法
2
5
条

の
9
）

弁
護

士
学

識
経

験
者

建
設

業
界

関
係

者
合

計
1
5
名

（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
）

但
し
、
特

別
委

員
（
同

法
2
5
条

の
7
）

取
扱

対
象

事
件

①
評

価
住

宅
（
品

確
法

上
の

住
宅

性
能

表
示

制
度

を
利

用
し
て
、

建
設

住
宅

性
能

評
価

書
が

評
価

機
関

か
ら
発

行
さ
れ

て
い
る
住

宅
）

②
保

険
付

き
住

宅
（
特

定
住

宅
瑕

疵
担

保
責

任
履

行
確

保
法

に
よ
る
）

建
設

工
事

の
請

負
契

約
に
関

す
る
紛

争

住
宅

紛
争

審
査

会

住
宅

品
質

確
保

促
進

法

各
単

位
弁

護
士

会

紛
争

解
決

セ
ン
タ
ー

認
証

Ａ
Ｄ
Ｒ
に
関

し
て
は

、
Ａ
Ｄ
Ｒ

促
進

法
。

１
〜

２
名

各
単

位
弁

護
士

会
(大

阪
は

公
益

法
人

）

１
万

円
（
消

費
税

別
）

期
日

手
数

料
を
と
る
単

位
会

あ
り

１
万

円
（
非

課
税

）

あ
り
（
単

位
会

ご
と
に
異

な
る
）

・
認

証
A

D
R
か

否
か

で
効

果
に

差
異

が
あ
る
こ
と
に
要

注
意

。

委
員

次
第

か
。

可
能

可
能

弁
護

士
建

築
士

　
　
　
　
等

４
か

月
以

内
を
想

定
か

（
c
f.
建

設
業

法
2
5
条

の
1
7
）

数
度

数
か

月
程

度

可
能

可
能

予
納

が
必

要
（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
3
）

不
要

不
要

・
対

象
事

件
が

限
定

的
。

　
売

買
の

紛
争

や
設

計
監

理
者

と
の

紛
争

も
対

象
外

（
設

計
施

工
分

離
発

注
で
設

計
者

に
責

任
追

及
し
た
い
場

合
は

対
応

不
可

）
。

・
地

域
に
よ
る
利

用
度

の
差

が
激

し
い
（
利

用
さ
れ

て
い
な
い
地

域
で
は

、
委

員
が

不
慣

れ
な
こ
と

も
）
。

・
元

請
・
下

請
間

に
お
け
る
紛

争
事

件
。

必
要

（
建

設
業

法
2
5
条

の
2
3
）

可
能

必
要

・
補

修
を
求

め
る
事

件
。

・
話

し
合

い
に
よ
り
、
双

方
の

譲
歩

を
引

き
出

し
、
柔

軟
な
解

決
が

可
能

（
仲

裁
手

続
で
も
、
最

終
的

に
は

、
仲

裁
判

断
に
よ
ら
ず
し
て
解

決
す
る
こ
と
が

多
い
）
。

・
手

続
が

非
公

開
。

約
１
２
回

審
査

会
が

設
定

な
し

な
お
、
国

民
生

活
セ
ン
タ
ー
の

所
在

は
東

京
都

港
区

。

な
し

重
要

消
費

者
紛

争
下

記
①

〜
③

の
い
ず
れ

か
で
あ
っ

て
、
国

民
生

活
セ
ン
タ
ー
が

指
定

す
る
事

件
。

①
 同

種
被

害
が

相
当

多
数

の
消

費
者

紛
争

②
 国

民
の

生
命

、
身

体
又

は
財

産
に
重

大
な
危

害
を
及

ぼ
し
、
又

は
及

ぼ
す
お
そ
れ

が
あ
る
消

費
者

紛
争

③
 そ

の
他

、
争

点
が

多
数

又
は

錯
綜

し
て
い
る
な
ど
、
事

件
が

複
雑

で
あ
る
こ
と
そ
の

他
の

事
情

に
よ
り
紛

争
解

決
委

員
会

が
実

施
す
る
解

決
の

た
め
の

手
続

に
よ
る
こ
と
が

適
当

で
あ
る
と
認

め
ら
れ

る
消

費
者

紛
争

国
民

生
活

セ
ン
タ
ー
法

１
１
条

法
律

や
商

品
、
役

務
の

取
引

に
つ
い
て
の

専
門

的
な
知

識
・
経

験
を
有

す
る
者

請
求

額
　
あ
っ
せ

ん
 調

停
 仲

裁
1
0
0
0
万

→
2
.5
万

 4
.9
万

 1
2
万

3
0
0
0
万

→
5
.3
万

 9
.9
万

 1
8
.6
万

5
0
0
0
万

→
7
.3
万

 1
4
.9
万

 3
6
万

な
し

留
意

点

長
所

特
徴

事
件

に
よ
る

適
合

性

適
し
た
事

件

・
職

権
証

拠
調

（
性

能
評

価
機

関
等

に
説

明
・
資

料
提

出
の

要
求

）
が

可
能

。

・
フ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

よ
い
手

続
が

セ
ー
ル

ス
ポ
イ
ン
ト
。

・
成

立
手

数
料

が
、
訴

訟
の

印
紙

代
よ
り
も
安

く
な
る
場

合
も
あ
り
。

・
専

門
的

知
見

を
有

す
る
委

員
に

よ
る
解

決
。

・
成

立
手

数
料

が
必

要
。

・
告

示
の

技
術

的
基

準
（
ｶ
ﾞｲ
ﾄﾞ
ﾗ
ｲ

ﾝ
）
に
該

当
す
る
事

件
（
但

し
、
瑕

疵
判

定
基

準
で
な
い
点

に
注

意
）
。

・
相

手
方

が
瑕

疵
や

責
任

を
争

っ
て
い
る
事

件
。

・
瑕

疵
・
損

害
額

・
責

任
等

に
つ
い

て
対

立
が

激
し
い
事

件
。

・
民

間
連

合
約

款
を
使

用
し
て
い

る
場

合
、
審

査
会

の
仲

裁
を
合

意
し
て
い
る
こ
と
が

多
い
。

・
対

象
外

の
事

件
（
評

価
住

宅
以

外
の

一
般

住
宅

、
中

古
評

価
住

宅
の

転
得

者
）
は

利
用

で
き
な

い
。

・
あ
っ
せ

ん
・
調

停
手

続
か

ら
仲

裁
手

続
へ

の
移

行
あ
り
。

・
相

手
方

が
話

し
合

い
に
応

じ
る

姿
勢

を
見

せ
て
い
る
事

件
。

・
複

雑
で
な
い
事

件
。

手
続

費
用

欠
陥

住
宅

京
都

ネ
ッ
ト
　
入

門
講

座
P

T

・
欠

陥
住

宅
や

リ
フ
ォ
ー
ム
詐

欺
等

の
同

種
被

害
者

が
多

数
い
る

事
件

。

・
紛

争
処

理
結

果
が

公
表

さ
れ

る
場

合
あ
り
。

不
要

可
能

不
要

・
履

行
の

勧
告

が
あ
る
。

・
不

成
立

の
場

合
に
訴

訟
の

援
助

（
資

料
提

供
等

）
が

あ
る
。

・
消

費
者

保
護

の
観

点
が

強
い
。

・
電

話
会

議
や

現
地

期
日

を
積

極
的

に
設

け
る
。

・
解

決
指

針
が

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー
の

紛
争

解
決

に
も
用

い
ら
れ

る
た
め
、
多

数
の

消
費

者
の

保
護

に
資

す
る
。

対
象

事
件

が
限

定
的

。

東
京

（
品

川
）
　
な
お
電

話
会

議

２
〜

３
回

概
ね

４
か

月
以

内
を
目

標

国
セ
ン

A
D

R

国
民

生
活

セ
ン
タ
ー

無
料

可
能

委
員

の
裁

量
（
申

立
人

へ
の

後
見

的
立

場
か

ら
事

務
局

が
実

施
）
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欠陥住宅被害救済に資する「民法（債権関係）改正」を求めるアピール

　法務省法制審議会民法（債権関係）部会は、「改正要綱案」の取りまとめを目指す第３ステージに突入し、
平成２６年７月末までに「要綱仮案」を取りまとめる予定とされている。当協議会は、重大な消費者問題で
ある欠陥住宅被害の予防と救済の観点から、これまで２度にわたって、民法（債権法）改正に断固反対す
る、との決議を挙げてきたところであるが、個別の改正案に対して、以下のとおりアピールを発する。
１　消滅時効について
⑴　一般債権の時効期間
　 　職業別短期消滅時効を削除しつつ、①時効期間を５年間に短縮する案や、②「権利を行使できるこ

と及び債務者を知った時」から３～５年という主観的起算点を併設する案については、いずれも時効
期間の短縮をもたらし、欠陥住宅被害救済を困難とするものである以上、反対である。

⑵　不法行為債権の時効期間
　 　損害及び加害者を知った時から３年間、不法行為の時より２０年とする現行法７２４条の枠組みを維持した上

で、後者を除斥期間ではなく時効期間と明記すべきである。さらには、「東日本大震災における原子力発電
所の事故により生じた原子力損害に係る早期かつ確実な賠償を実現するための措置及び当該原子力損害に
係る賠償請求権の消滅時効等の特例に関する法律」にならって、少なくとも短期時効の「３年間」を「１０
年間」とすべきである。他方、長期時効の起算点については、同法案は「損害が生じたとき」としているが、
地盤の瑕疵のような潜在的被害もありうることを考慮して、「損害が顕在化したとき」とすべきである。

⑶　生命・身体損害に関する特則
　 　生命又は身体に生じた損害に係る損害賠償請求権について、「権利を行使できるとき」から２０年、「権

利を行使できること及び債務者を知った時」から５年ないし１０年とする案が議論されているようであ
るが、前者については、少なくとも「権利を行使できるときから３０年」とすべきである。
２　瑕疵担保責任について
⑴　瑕疵概念について
　 　売買や請負における瑕疵担保責任に関する規定につき、「瑕疵」概念に代わるものとして、「契約の趣旨に

適合しないもの」という要件が提唱されているが、かかる変更は、法令違反の合意があった場合や代金が低
額であった場合等に、いわゆる客観的瑕疵の主張を封じることになりかねないものであって、反対である。

⑵　期間制限について
　 　売買・請負ともに、「知ったときから１年以内に売主／請負人に通知しないときは権利行使できなく

なる」旨の規定を設けることには反対である。
　 　また、土地工作物を目的物とする請負につき、瑕疵担保期間を特に長期とする民法６３８条を削除する

ことには強く反対する。
⑶　請負の瑕疵修補請求権について
　 　「履行に要する費用が債権者が履行により得る利益と比べて著しく過大なものであること」、「契約の

趣旨に照らして債務者に履行を求めることが相当でないと認められる事由があること」を限界事由と
することには反対である。むしろ性質保証期間としての規定を新設すべきである。

⑷　瑕疵担保責任の免責特約
　 　引渡時に仕事の目的物に瑕疵が存することについて悪意または善意有過失の請負人は、瑕疵担保免

責特約の効力を主張できない、との規定を新設すべきである。
３　建築瑕疵に関する無過失責任規定の創設
　製造物の瑕疵に起因する拡大損害が発生した場合に製造・販売した者等に無過失責任を課した製造物
責任法にならって、建築物の瑕疵に起因する拡大損害が発生した場合に建築・販売した「住宅関連事業
者」に無過失責任を課す規定を設けるべきである。

　　２０１３年１１月３０日
 欠陥住宅被害全国連絡協議会　第３５回横浜大会　参加者一同

大会アピール
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[₁] 里芋畑判決
　　　　　神戸地方裁判所姫路支部　平成25年８月13日判決

弁護士　石　井　宏　治（兵庫）

整理番号　　　　−　　　　　

 報告日：平成25年12月１日　横浜大会
 報告者：○弁 石　井　宏　治

１　本件建物は平成12年５月23日築

　 　大和ハウスが田を宅地に造成し、建物を建て

て、分譲した。

２ 　隣地が田として使用されている間は問題がな

かった。

　 　しかし、平成21年頃、隣地の所有者が田を地

上げして畑にした。

　 　しかも、毎年、６月から９月頃まで、畑に水

を張って里芋を作るようになった（資料１）

３ 　里芋畑の水が宅地を通って、道路にしみ出す

状態になった（資料２）。

　　もちろん、建物の床下は湿潤な状態。

４ 　隣地所有者に畑に水を張るのを止めるように

言ったが、「わしの土地にわしが何しようがわ

しの勝手。後から来たくせに、がたがた言うな」

と言って拒否。

５ 　大和ハウスに相談したが、売買契約時には欠

陥はなかったということで、基本的

には逃げの姿勢であった。

　 　但し、点検口から手に届く範囲

で、床下に防水シートを施工

６　法テラスに相談。

　　２回目の相談で当職が受任。

７ 　隣地所有地が里芋畑に水を張る行

為により、湿潤な土地に建物を建て

てはならないという

　建築基準法19条２項








勝訴判決・和解の報告

資料 ₂

資料１
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資料３

　 「湿潤な土地、出水のおそれの多い土地又はご

みその他これに類する物で埋め立てられた土地

に建築物を建築する場合においては、盛土、地

盤の改良その他」に違反する建物になってしま

った。

　 　佐古誠司建築士に調査報告書を書いて貰い、

隣地所有者に対し、不法行為による損害賠償請

求訴訟を提起した。

８ 　損害の内訳は、床下の全面に防湿シートを敷

く費用（57万8345円）、慰謝料（50万円）、鑑定

費用（14万7000円）、弁護士費用（20万円）、合

計142万5343円）であった。

９ 　訴え提起後、被告は、畑の原告宅の擁壁に接

する部分をユンボで掘る。

　①　多数の水抜き穴の存在

　②　根入れの浅い擁壁（資料３）

10 　水抜き穴から里芋畑の水が原告宅の敷地に浸

透するという被告の主張を封ずる必要があっ

た。

　 　そこで、被告の要請もあり、水抜き穴をモル

タルで埋める。

　 　それにもかかわらず、床下が湿潤な状態は変

わらず。

11　隣地の水が原告所有の土地に入ってくる理由

　パスカルの原理

　毛管現象

12 　里山は竹の水により、原告宅の床下は湿潤な

状態になっているか。

　 　裁判所の現地進行協議期日（平成24年６月11

日及び同年７月20日）、外気の方が、原告宅の

床下よりも湿潤だった。

　 　高温多湿な日本の夏は、外気の湿度が、床下

湿度よりも高いのが通常である（資料４）。

　 　里芋は竹に、水を張り始める前と後の湿度を

計測

13　判決

　 　不法行為の成立を認める（農地を地

上げする行為自体が水の他地への流出

を来す行為であり、不法行為を構成す

る）

　　パスカルの原理を認める。

　 　原告の請求を全部認容（慰謝料につ

いては、既に里芋畑に水を入れ始めて

から５年程度の年月日が経過して、そ

の間建物が傷んだことを考慮したの

か、全額を認める）

14　判決は確定した。

■外気と床下の湿度変化

資料４

一般住宅の床下温度と、イザットハウス・
ランシングⅡのように適切な床下換気の
もとに通気口を持たない住宅の床下温度

（高気密住宅床下）を比較してみると、一
般住宅の床下は外気温度の変化に大きく
影響され、雨が降れば一般住宅の床下は
簡単に湿度 100％になってしますことが
わかります。このような環境ではむしろ
外気を取り込まないようにすれば床下の
湿度はほぼ一定に維持することができる
のです。

← 外気
一般住宅床下
高気密住宅床下

← 外気
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[２] 伏見マンション事件
　　　　　大阪高等裁判所　平成25年10月10日判決

弁護士　神　崎　　　哲（京都）

整理番号　　　　−　　　　　

 報告日：平成25年12月１日　横浜大会
 報告者：○弁 神　崎　　　哲

Ⅰ　事件の表示（通称事件名：伏見マンション事件）

和 解 日 大阪高等裁判所　平成25年10月10日判決
事 件 番 号 平成２３年（ネ）第３６５４号、平成２４年（ネ）第７１号　損害賠償請求控訴事件

裁 判 官 田中澄夫、龍見昇、横山光雄（大阪高裁第１４民事部）

代 理 人 木内哲朗、神崎哲 担当建築士 藤津易生、池田忠安基

Ⅱ　事案の概要

建物概要 所 在 京都市伏見区小栗栖

構 造 RC造７階建 規 模 敷地　㎡、延面積2525.35㎡

備 考 総戸数35戸の分譲マンション

入手経緯 契 約 平成９年５月～９月　新築分譲（売買契約） 引 渡 平成９年３月30日

代 金 不　詳

備 考 売主は施工業者と同一。

相談（不具合現象）外壁クラック、雨漏れ、外溝土間の沈下等

Ⅲ　主張と判決の結果（○：認定　×：否定　△：判断せず）

争 点
（相手方の反論も）

ア　瑕疵担保責任の権利行使期間経過主張が信義則違反か→×

イ　修補請求による瑕疵担保責任保存の有無　　　　　　→×

ウ　悪意による瑕疵担保免責排除(民５７２)の有無　　　　　→×

エ　権利行使期間経過後の新たな瑕疵修補契約の成否　　→×

オ　「建物としての基本的な安全性を損なう瑕疵」の存否　→○

①安全性瑕疵の解釈×、②侵害される ｢財産｣ の解釈△、③安全性瑕疵の存否

欠 陥 ア　建物内外のコンクリート・クラック→ ×0（１５４５）/５５６５（認容額（原審認容額）/請求額）

イ　北側擁壁の施工不良　　　　　　　　　　 →○ ９２８（ ９２８）/９２８
ウ　外構土間沈下、西側擁壁ズレ　　　　　　 →×   0（   0）/８４０

エ　エキスパンション･ジョイントの施工ミス　→○ ３６９（ ３６９）/３６９
オ　７階廊下の防水工事未施工　　　　　　　 →○ ２９６（ ２９６）/２９６
カ　避難通路のボルト径不一致　　　　　　　 →×   0（   0）/ ２８
キ　屋上の勾配の不良　　　　　　　　　　　 →×   0（   0）/４３３
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損害
（万円）

合　　計 1₉00︵3₉₅3︶ ／103₅3（認容額︵原審許容額︶⊘請求額︶
Ⓐ代　　　金

Ⓑ修 補 費 用 1593（3138）／ 8460（設計監理料含む）
Ⓒ転 居 費 用  ？（   0）／   96

Ⓓ仮 住 賃 料  ？（   0）／   75（仮住補償50＋駐車料・駐輪場料金25）
Ⓔ慰　謝　料    0（   0）／ 350

Ⓕ調査鑑定費  126（ 455）／ 552（提訴時275＋結審前拡張277）
Ⓖ弁護士費用  180（ 360）／ 916

Ⓗそ　の　他 1471万：872万増（H9.10.2～ H25.10.10）／遅損を控訴審で拡張（H19.4.20→H9.4.9）

責任
主体 
と 
法律
構成

①売　　　主 売主の瑕疵担保責任→×
②施 工 業 者 不法行為責任→○
③建　築　士 不法行為責任→○
④そ　の　他 売主（施工業者）の代表者の責任（会社法429Ⅰ）→原審で×。当方、控訴せず。

Ⅳ　コメント

１　はじめに
⑴ 　本件は、品確法適用前に売買された新築分譲

マンションのクラック等の欠陥に関する訴訟で

あり、ふぉあすまいる№２７で報告した事件（京

都地判H２３.１０.２０）の控訴審判決である。

⑵ 　原判決同様、瑕疵担保責任を否定したうえ不

法行為責任のみ認め、かつ、その認定の中で

「損害調整」を行ったものと思われる。

⑶ 　原判決は、口頭弁論終結（H２３.７.１４）の直

後の別府マンション事件最判H２３.７.２１が良い

方向で影響したように思われるが、今回の控訴

審判決は、同事件第２次差戻審判決（福岡高判

H２４.１.１０）の判断枠組を意識し、悪影響が出

たように思われる。

２　判決分析(意義・射程・問題点等)
⑴ 　問題点　～クラックに関する不法行為の判断

の不当性

　 　コンクリート・クラックについて、原判決と

同様に、「建物としての基本的な安全性を損な

う瑕疵」（以下「安全性瑕疵」という）の認定

がなされたが、被告らの過失が否定され、賠償

責任が否定された。

　 　すなわち、原判決が誘発目地の不設置につい

て過失を認めたのに対し、控訴審判決は、「法

令上の規定はないから、誘発目地を設けること
なく…建築することが建築基準法等の法令に違
反するとはいえない」とし、「本件マンション
が建築された平成８年ないし平成９年当時、上
記文献（甲22（注・『鉄筋コンクリート増のひ
び割れ対策（設計・施工）指針・同解説』平成
２年１月20日発行））に記載のとおりの誘発目
地の設置が一般的に行われていたことを認める
に足りる証拠はな（い）」と、これを否定した。

　 　原告は、クラックの原因として、①コンクリ

ート打設不良、②被り厚さ不足、③配筋ピッチ

不適切等もありうること、クラック対策は設

計・施工で総合的に対策を講ずべきと主張した

が、判決は立証がないとして否定した。

　 　「安全性瑕疵」に該る有害なクラックの発生

や誘発目地の対策が採られていないという事実

を認定しながら、他方で、誘発目地の設置義務

を否定した上、クラック発生原因の特定と過失

の立証を要求する判断枠組は失当極まりない。

　 　設計・施工者には「安全性瑕疵」について防

止義務があり(安全性確保義務。なお、建物が

有すべき品質は安全性に限らないため、上位概

念としての品質確保義務も負うはずである)、

「安全性瑕疵」の存在が認められる場合には、

立証責任は転換され、設計・施工者が無過失を
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主張・立証できなければ不法行為責任を免れな

いという判断枠組こそが当然のはずである。安

全性瑕疵という、発生してはならない不具合＝

安全性欠如が生じているのに、原因特定や具体

的過失の主張立証が要求されるのは明らかに不

当ではないか。

　 　喩えて言えば、建物に現に雨漏りが発生して

おり、且つ、雨漏り防止措置として有効視され

る方法（例えば防水紙の施工等）が講じられて

いないことが認定された場合に、その防止措置

は法的に義務づけられていない、雨水浸入の発

生機序の立証及びそれに関する設計・施工の具

体的不備の特定がないということを理由に、今

後の雨漏り防止のための補修工事に関する損害

賠償義務を否定しているに等しい。専門家責任

の観点が完全に欠落しているうえに、ひとたび

完成した建物に関して、現に安全性瑕疵に該当

するような不具合現象が発生しているにもかか

わらず、その原因究明を設計・施工過程に関わ

っていないエンドユーザー側に要求するのは、

無理難題というものである。

　 　因みに、当方の控訴理由書の最終頁（２５頁）

の末尾は、以下のような主張で締めていた。

結語―原判決の誤り―

　 前記のとおり、原判決は、「建物内部のコンクリート
クラック」「西側擁壁のズレ」「屋上防水施工（勾配不
良）」について、「建物としての基本的な安全性を損なう
瑕疵」でないとした。
　しかし、平成23年最判は、「建物としての基本的な安
全性を損なう瑕疵」の概念について、「現実的危険をも
たらしている場合に限らず、当該瑕疵の性質に鑑み、こ
れを放置するといずれは居住者等の生命、身体又は財産
に対する危険が現実化することになる場合」と広く解
すべきことを明確に示したのであるから、本件において
も、一審原告が原審で主張・立証した法令違反等の品質
確保義務違反の問題点を指摘することで足り、「構造計
算」や「欠陥現象の進行」までは一切必要ないのである。
　結局のところ、原判決は、「危険の現実性」を問題にし
ているのと大差がない。原判決の判断は、前述の下級審
裁判例によって集積され形成されてきた《建物は、建築
基準法令等に定める技術基準に適合する等、安全性をは
じめとする社会通念上要求される品質・性能を具備しな
ければならない》という「公序」に反するものであるこ
とはもちろんのこと、最高裁判例の基本的な考え方を十
分に理解していないと言わざるを得ない。

⑵　遅延損害金　～起算日と消滅時効について

　ア 　訴え提起時には、瑕疵担保構成を主位的主

張として強調していたこともあって、「訴状

送達の日の翌日」を起算日とした遅延損害金

を請求していたが、原判決が瑕疵担保を否定

して不法行為のみを認定したため、附帯控訴

後に、竣工時（不動産登記上の新築時期であ

るH９.４.９）を起算日にする旨、請求を拡張

した。

　　 　これに対しては、当然のように、被告側か

ら時効消滅の主張がなされた。

　イ 　この点、判決は、以下のような判断を示し

た。

　　 　まず、「不法行為の日は、各原始区分所有
者が各区分所有権を取得した日と解される」
としたうえ、当該損害賠償請求権が「各区分
所有者の共有持分割合に応じて分割して帰属
する」ところ、「共有持分割合についての具
体的な主張立証がない本件においては、遅延
損害金の起算日は、各原始区分所有者が各区
分所有権を取得した日のうち最後の日である
平成９年10月２日と認めるのが相当」とした。

　　　そして、時効消滅の点については、

　　① 　明示的一部請求の訴え提起の場合、残部

について「裁判上の請求」に準ずる時効中

断効は生じないが（最判S３４.２.２０）、

　　② 　残部の権利行使の意思が継続的に表示さ

れているとはいえない特段の事情のない限

り、当該訴えの提起は、残部に「裁判上の

催告」としての時効中断効を生じ、訴訟中

ないし訴訟終了後６か月以内に民法１５３条

所定の措置を講ずることにより、残部につ

いて消滅時効を確定的に中断することがで

きる（最判H２５.６.６）。

　ウ 　その結果、１０年分の遅延損害金が増加する

結果になった。これは別府マンション事件第

２次差戻審判決に対しても指摘されていたと

ころだが、一種の「損害調整」が働いたよう

にも思われる。

　　①　原判決（京都地判H２３.１０.２０）

　　　 ３９５３万０３３１円＋内３７３１万１０６７円に対するH
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１９.４.２０から、内金２２１万９２６４円に対する

H２３.６.３から、年５％の遅延損害金

　　②　高裁判決（大阪高判H２５.１０.１０）

　　　 １８９９万７０１１円 ＋ 内１８２５万０３７６円 に 対 す るH

９.１０.２から、内７４万６６３５円に対するH２３.６.３
から、年５％の遅延損害金

　　　→ 遅延損害金を合算すると、

　　　　H２５.１０.１０現在１４７１万０６５８円

　　　　合計３３７０万７６６９円

３　所　感
⑴ 　別府マンション事件平成２３年最判及び平成２４

年福岡高判により、不法行為構成の事件に対

し、「建物としての基本的な安全性を損なう瑕

疵」のあてはめで裁判所の判断が混乱している

ように思われる。

　 　福岡高判H２４.１.１０が、「本件における一審原

告の請求は、瑕疵担保ではなく不法行為を理由
とする請求であるから、瑕疵のほか、これを生
じるに至った一審被告らの故意過失についても
立証が必要であり、過失については、損害の原
因である瑕疵を回避するための具体的注意義務
及びこれを怠ったことについて立証がなされる
必要がある」としてクラックの責任を否定した

悪影響は、念頭に置いた方がよい。

⑵ 　瑕疵担保責任等の契約責任が期間制限にかか

る可能性があるため、不法行為構成を予備的に

主張していた場合、予備的主張が認容されれ

ば、遅延損害金によって却って最終額が増大す

る可能性がある。

　 　その際、遅延損害金の消滅時効は上記最判で

救済されるので、訴訟の途中からでも、建物引

渡時からの遅延損害金を請求してゆくべきだろ

う。

[3] 雨漏りが不法行為と認められた事件
　　　　　札幌地方裁判所　平成25年６月28日判決

弁護士　石　川　和　弘（北海道）

整理番号　　　　−　　　　　

 報告日：平成25年12月１日　横浜大会
 報告者：○弁 石　川　和　弘

Ⅰ　事件の表示（通称事件名：雨漏りが不法行為と認められた事件）

和 解 日 札幌地方裁判所　平成25年６月28日判決
事 件 番 号 平成２３年（ワ）第３６３９号損害賠償請求控訴事件

裁 判 官 長谷川泰弘

代 理 人 石川和弘、小谷大介 担当建築士 長江彰一

Ⅱ　事案の概要

建物概要 所 在 北海道石狩郡当別町

構 造 木・鉄筋コンクリート造　２階建 規 模 延床面積 279.93平方メートル

備 考 居宅・店舗
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相談（不具合現象）外壁クラック、雨漏れ、外溝土間の沈下等

Ⅲ　主張と判決の結果（○：認定　×：否定　△：判断せず）

争 点
（相手方の反論も）

不法行為の成否（「建物としての基本的安全性」）

損害額 

欠 陥 屋根及び２階外部サッシ廻りからの雨漏り　〇

損害
（万円）

合　　計 10₈万₅000円／₆4₅万₆₆₅0円（認容額⊘請求額︶
Ⓐ売 買 代 金

Ⓑ修 補 費 用 98万5000円／ 528万4650円
Ⓒ転 居 費 用

Ⓓ仮 住 賃 料

Ⓔ慰　謝　料

Ⓕ調査鑑定費

Ⓖ弁護士費用
10万円／調査費用59万2000円＋弁護士費用58万円

Ⓗそ　の　他

責任
主体 
と 
法律
構成

①売　　　主

②施 工 業 者 受任時、既に、破産手続きが終了しており、被告とせず
③建　築　士 民法７０９条（監理者としての責任）
④そ　の　他

Ⅳ　コメント

１　判決分析(意義・射程・問題点等)
　⑴　屋根の瑕疵

　　 　本件建物の屋根は、当初設計においてスノ

ーダクト方式であったところ、原告の要請に

より、フラットルーフ方式に設計変更されて

施工された。この工法の場合、トタン（鈑金）

のハゼ部分（接続部分））に構造上、必然的

にストロー上の隙間ができ、もし、屋根に逆

勾配部分が存在すると、この隙間に水が浸入

する。但し、通常は、ハゼ部分に施される防

水テープにより止水され、トタン裏面に浸水

することはない。

　　 　ところが、本件建物の屋根には逆勾配部分

があり、且つ、ハゼ部分の一部にトタンの切

欠きと防水テープの欠損があり、そのため

に、トタン裏面に浸水し、その結果釘穴など

から小屋裏に漏水し、雨水が断熱材に滞留し

た後、食堂の天井に漏水したものである。

　　 　屋根の雨漏りは、建物の基本的安全性を損

なう瑕疵であり、スノーダクトからフラット

ルーフへの変更が原告の要請に基づくものだ

としても、屋根の逆勾配によって漏水が生じ

ないように施工すべきことは、当然の基本的

要請である。

　　 　このような重要且つ基本的な事項は、監理

者が行うべき監理の範囲に当然含まれるもの

であって、被告には、この点を見逃し、施工会

社に適切な施工を行わせなかった過失がある。

　⑵　２階外部サッシ廻りの瑕疵

　　 　本件建物の２階外部サッシ廻り部材接合部

には、防水機能のあるシーリング、防水テー

プ等を施工すべきであるのに、施工されなか

った。そのために、２階土台下部、２階床面、

１階作業場天井及び１階店舗事務室天井に降

雨時に漏水が生じた。

　　 　２階外部サッシ廻りからの雨漏りは、建物

の基本的安全性を損なう瑕疵であり、外部サ

ッシ廻り部材接合部に、防水機能のあるシー
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リング、防水テープ等を施工することは、当

然の基本的要請である。

　　 　このような重要且つ基本的な事項は、監理

者が行うべき監理の範囲に当然含まれるもの

であって、被告には、この点を見逃し、施工会

社に適切な施工を行わせなかった過失がある。

２　主張・立証上の工夫
　原告の意向で、訴訟提起前に補修工事を行い、

ネット所属建築士が、この補修工事に立ち会い、

調査報告書を作成した。

３　所　感
　⑴ 　監理者のみに対する責任追及事案であり、

且つ、原告の意向で設計変更をした事案とい

う特殊性があるので、責任の成否について若

干の不安はあった。

　⑵ 　補修額については、調停委員の意見をその

まま採用した判決であり、この点を不服とし

て控訴をした。

　⑶ 　弁護士費用と建築士調査費用を合算して補

修費の約１割とした判決であるが、安すぎる

のと同時に、弁護士費用と建築士調査費用を

個別ではなく合算して認定するという判断に

も疑問がある。

　⑷ 　少なくとも、雨漏れ事案については、主位

的請求として不法行為でよいのではないか

（その方が弁護士費用の請求が認められやす

い）と感じた。

[４] 多段擁壁事件
　　　　　大阪高等裁判所　平成25年８月６日判決

弁護士　三　浦　直　樹（大阪）

整理番号　　　　−　　　　　

 報告日：平成25年12月１日　横浜大会
 報告者：○弁 三浦直樹＆○建 木津田秀雄

Ⅰ　事件の表示（通称事件名：多段擁壁事件）

和 解 日 大阪高等裁判所　平成25年８月６日判決
事 件 番 号 大阪地方裁判所　平成２３年（ワ）第１５７１７号

裁 判 官 溝口優（大阪地裁第１０民事部）

代 理 人 三浦直樹 担当建築士 木津田秀雄

Ⅱ　事案の概要

建物概要 所 在 兵庫県宝塚市

構 造 木造２階建て 規 模 敷地200.32㎡、延面積129.79㎡

備 考
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入手経緯 契 約 H18.8.12土地売買、H18.9.3建物建築請負 引 渡 H19.3.15

代 金 6490万円（外構工事含む）

備 考
相談（不具合現象）雨漏、シックハウス、建材不良

Ⅲ　主張と判決の結果（○：認定　×：否定　△：判断せず）

争 点
（相手方の反論も）

１）欠陥論（擁壁の瑕疵・不同沈下）

２）損害論（補修の可否）

欠 陥 １）５メートル擁壁の上に多段擁壁が設置され、建物の基礎擁壁の天端と一体化
２）不同沈下
３）雨漏
４）シックハウス

損害
（万円）

合　　計 ₆000万円／₇2₉0万円（和解額⊘請求額︶
Ⓐ代　　　金 6490万円
Ⓑ修 補 費 用

Ⓒ転 居 費 用

Ⓓ仮 住 賃 料

Ⓔ慰　謝　料 500万円（250万円×２名）
Ⓕ調査鑑定費

Ⓖ弁護士費用

Ⓗそ　の　他 300万円（諸費用・ローン金利・固定資産税等）

責任
主体 
と 
法律
構成

①売　　　主 瑕疵担保
②施 工 業 者 不法行為
③建　築　士 不法行為
④そ　の　他 施工業者の代表者（会社法429法）

建築士事務所の社長（民法715法）

Ⅳ　コメント

１　和解結果分析
　合意解除の形を取りつつ、「被告らは、原告ら

に対し、本件土地の南側５メートル擁壁の上に多

段擁壁が設置され建物の基礎が擁壁の天端と一体

化されるなどの欠陥によって原告らに有形無形の

損害を与えたことを認め、衷心より謝罪し、連帯

して解決金６０００万円の支払義務があることを認め

る。」という文面により、責任を認めさせること

ができた。

２　主張・立証上・和解交渉上の工夫

⑴　争点の絞り込み

　 　当初、依頼者は、１）何度補修させても雨漏

りが再発すること、２）吐き気をもよおすほど

の異臭の原因調査として室内空気を測定したと

ころ厚労省指針値を超えるホルムアルデヒドと

アセトンが検出されたこと、３）外壁下地材が

仕様書では構造用合板とされているのに実際に

は耐水性の低い構造用パネル（ＯＳＢ）が使用

されていること等、建物の欠陥のみをクレーム

としていた。

　 　しかし、当職が受任し、木津田建築士に現地
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調査してもらったところ、より重大な擁壁欠陥

とそれに伴う不同沈下が判明した。

　 　そのため、私的鑑定書による立証のポイント

を擁壁欠陥と不同沈下に絞り込み、上記１）～

３）については単なる主張にとどめ、争点化し

ないこととした。

　 　この点、被告側は、雨漏りが止まらないのは

補修工事を中断させられたためであるとか、室

内空気測定は温度・湿度との関係での補正が必

要である等の反論を提出してきたが、当方は、

あえて再反論することはせず、擁壁欠陥の主

張・立証に集中した。

⑵　専門委員の関与

　 　担当裁判官も、争点絞り込みの意図を理解

し、提訴後６か月という早い段階で、「擁壁の

状況と不同沈下の実測確認のためだけ」という

留保付での現地進行協議期日を採用し、自ら現

地を確認した。その上、その次回期日には、専

門委員の関与を打診してきたため、以下の内容

の上申書を提出した

　 　「そもそも専門委員制度とは、「専門的な知見

に基づく説明を聴くために専門委員を手続に関

与させる」制度であり（民事訴訟法９２条の２）、

「鑑定を求める事項」（民事訴訟規則１２９条１項）

につき学識経験者の「意見」（同１３２条）を求め

る鑑定制度とは異なる制度であるから、専門委

員に求めるべきは、争点に関する「意見」では

なく、争点整理の前提として必要な一般的知見

に関する「説明」（同３４条の２）でなければな

らない。

　 　したがって、まずもって、御庁から提示され

た「専門委員求意見事項」は、その標題を「専

門委員求説明事項」とすべきである。説明を求

める事項の選定および説明の求め方に関する表

現については、概ね異議はない。しかし、専門

委員に回答を求めるにあたっては、すべからく

根拠および裏付となる資料ないし文献を明示す

るよう、求められたい。なお、「専門委員がし

た説明」に対する当事者の「意見を述べる機会」

（民事訴訟規則３４条の５）を実質的に保証する

ため、専門委員による説明は、原則形態である

「口頭」（同３４条の２第１項）ではなく、「説明

を記載した書面を提出」する方式（同３４条の３

第１項）でなされるべきであるとともに、その

写しを当事者に送付し、当該期日の期日調書に

添付することを徹底されたい。」

　 　その結果、専門委員は、多段擁壁の構造計算

の妥当性のみについての「説明書」を提出し、

その役目を終えた。

⑶　和解交渉

　 　専門委員の「説明」によって心証を形成した

担当裁判官によって、勝訴的和解が成立した。
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[５] 小屋裏から外部の光が見える事件
　　　　　大阪高等裁判所　平成25年６月17日判決

弁護士　三　浦　直　樹（大阪）

整理番号　　　　−　　　　　

 報告日：平成25年12月１日　横浜大会
 報告者：○弁 三浦直樹＆○建 木津田秀雄

Ⅰ　事件の表示（通称事件名：小屋裏から外部の光が見える事件）

和 解 日 大阪高等裁判所　平成25年６月17日判決
事 件 番 号 大阪地方裁判所　平成２４年（ワ）第１７６０号

裁 判 官 徳岡由美子（大阪地裁第１０民事部）

代 理 人 三浦直樹 担当建築士 木津田秀雄

Ⅱ　事案の概要

建物概要 所 在 兵庫県神戸市

構 造 木造３階建て 規 模 敷地280.41㎡

備 考
入手経緯 契 約 H20.9.3 建物建築請負 引 渡 H21.3.26

代 金 6060万円（外構工事含む）

備 考
相談（不具合現象）漏水、外壁のひび割れ・剥落、クロスの亀裂

Ⅲ　主張と判決の結果（○：認定　×：否定　△：判断せず）

争 点
（相手方の反論も）

１）欠陥論（擁壁の瑕疵・不同沈下）

２）追加工事代金請求

欠 陥 １）外壁および外壁と玄関屋根の取り合い部分での水切金物や防水紙の処理不良
２）外壁の横目地のALCパネルのひび割れ、剥落
３）内装下地石こうボードの固定不足によるクロスの亀裂

損害
（万円）

合　　計 3₇₈万円／4₉₉万円（和解額⊘請求額︶
Ⓐ代　　　金

Ⓑ修 補 費 用 378万円／398万円
Ⓒ転 居 費 用

Ⓓ仮 住 賃 料

Ⓔ慰　謝　料 0万円／30万円
Ⓕ調査鑑定費 0万円／25万円
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Ⓖ弁護士費用 0万円／46万円
Ⓗそ　の　他

責任
主体 
と 
法律
構成

①売　　　主

②施 工 業 者 不法行為／瑕疵担保
③建　築　士 不法行為
④そ　の　他 施工業者の代表者（会社法429法）

Ⅳ　コメント
１　和解結果分析
　元々、業者側からの追加工事代金請求に対する

反訴という形であったが、主任裁判官名義の「調

停案提示文書」中の「提案の理由」において、個々

の争点について詳細な事実認定が示され、瑕疵に

関する主張は殆ど全て認められた（落とされたの

は、破壊調査として設置した点検口につき、一部

はむしろ残置した方がよい、との判断の下、その

復旧工事費用分だけであった）。

　他方、業者側から請求されていた追加工事代金

１２５５万円のうち約６００万円を追加代金と認定され

たため、差引額－αに相当する２００万円を支払う

ことで和解が成立した。

２　主張・立証上・和解交渉上の工夫
⑴　追加工事代金本訴請求について

　 　追加工事代金を請求する側は、①「本工事の

内容」を特定し、これとの対比において、②「追

加・変更工事の内容」を特定し、かつ、③「追

加・変更工事に関する合意の成立」、④「追加・

変更工事に関する有償合意の成立」、さらには、

⑤「変更後の施工が現実になされたこと」を主

張立証する必要がある、という主張立証責任の

原則論をふまえて主張を展開した。本件では、

契約書、設計図書、見積書、打合せ記録等の資

料が比較的きちんと作成されていたため、ま

ず、打合せ記録等の社内資料を全て開示させた

上で、これに基づいて大部分が追加工事ではな

いことを立証した。

⑵　建築瑕疵の反訴請求について

　 　依頼者は、当初、１階南側部分の漏水しか気

づいていなかったが、点検口による破壊調査に

より漏水原因を特定した木津田建築士は、同様

の構造になっている北側外壁にも散水試験を実

施して、同じ現象が起きることを確認するな

ど、簡にして要を得た調査報告書を作成した。

これによって、漏水、外壁のひび割れ・剥落、

クロスの亀裂といった瑕疵の存在とその抜本的

補修に要する費用を立証した。

　 　特に、２階押入の内側に点検口を作って覗き

込んでみたところ、玄関屋根の入隅部分での壁

との取り合い部分である小屋裏から外部の光が

差し込んでいることが確認され、現地調停に臨

んだ調停委員達も驚くほどであった。

⑶　訴訟の経過について

　 　平成２２年３月に本訴を提起された直後に当職

が受任して応訴しつつ、木津田建築士に欠陥調

査を依頼し、調査報告書の完成直後の平成２４年

２月に反訴を提起した。平成２５年２月には、現

地調停が実施され、その結果をふまえた調停案

が提示された。

　 　その提案の理由中で、追加工事の一部が認定

されていたことには不満もあったが、関係当事

者に対する人証調を経ない段階での心証として

はやむを得ないところでもあり、早期解決を希

望する依頼者の意向もふまえて、調停成立に至

った。
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[６] ビルリフォーム事件
　　　　大阪高裁平成25年（ネ）第782号損害賠償請求控訴事件
　　　　（１審　大阪地裁平成23年（ワ）第2757号）

　　　　　大阪高等裁判所　平成25年10月28日判決

弁護士　平　泉　憲　一（大阪）

整理番号　　　　−　　　　　

 報告日：平成25年12月１日　横浜大会
 報告者：○弁 平泉憲一

第１　事案の概要

１ 　本件は、ビル（ＲＣ造４階建、延床面積 

３９６.５７㎡、昭和４８年築、以下「本件建物」とい

う）を所有するＡ氏（契約時７９歳）が、同ビル

の下記リフォーム工事を、合計２００５万円にて、

大手リフォーム工事業者に発注した。

　 　本件ビルは、もともと１階が店舗、２階以上

が居宅であったところ、Ａ氏は、老朽化したビ

ルをテナントビルとして再生しようと考えてい

たが、完全に再生するだけの資力がなかったこ

とより、せめて建物としての基本的な性能だけ

でも充実整備しようと考えた。その結果、漏電

等があり不安であった電気配線及び老朽化した

ガス配管の各既存部分の撤去・新設、不要にな

ったセントラルヒィーティング設備の完全撤

去、雨漏り対策など建物の基本部分を新設整備

して、将来テナントビル等に使用できるように

するため（いわば、ビルのインフラ整備のた

め）、リフォーム工事を発注した。

　 　ところが、下記のとおり契約内容と施工内容

の齟齬を巡って紛争化した。

２　契約内容（Ａ氏主張）

◆契約１：代金１７００万円

　① 　１階部分の一部分を駆体（構造体）のみの

スケルトンにすること

　② 　１階の上記一部分以外のリフォーム工事

（玄関、通路、トイレ）

　③ 　既設の電気配線・ガス配管を完全に撤去、

及び新設

　④ 　既設のセントラルヒーティング設備を完全

に撤去

　⑤ 　建物全体の雨漏り対応工事（屋上・バルコ

ニーの防水補修工事、外壁塗装）

◆契約２：代金２０５万円

　 　契約１①工事によりスケルトン化した１階部

分の一部分のみの耐震補強

◆契約３：代金１００万円

　　手摺り等の追加工事

３　実際の施工内容

◆ 契約１：①②　既施工　⑤既施工だが瑕疵　③

④未施工

◆ 契約２：既施工　ただ、耐震補強の必要性の有

無、施工法が認定工法といえるのかについて紛

争化

◆契約３：既施工（未払い）→反訴される

４　主な争点

　①　契約１の内容に③④が含まれるか

　②　契約１の⑤の工事の瑕疵の有無

　③ 　契約２の耐震工事（炭素繊維等での補強）

の必要性、及び当該工法が大阪府の認定工法

といえるのか（認定工法である旨の保証書が

交付されるとの説明であったにもかかわら

ず、交付されなかったことの評価）

　④　（２審から）外壁塗装の瑕疵

５　法的主張

　 契約１について、主位的：錯誤無効・詐欺取

消、予備的：瑕疵担保損害賠償
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　契約２について、錯誤無効・詐欺取消

第２　和解内容

４５０万円（相手方は反訴請求分１００万円は放棄）

（一審判決：３２９万３０１４円）

第３　コメント

１ 　本件は、リフォーム工事請負契約の「内容」

が問題となった事案であるが、これを特定でき

る資料が乏しいというリフォーム事件一般に共

通する被害事案である。殊に、本件は、ＲＣ造

４階建て建物の２０００万円以上かけたリフォーム

であり、リフォーム業者は大手のリフォーム専

門会社であるにもかかわらず、契約時に存在し

たのは、わかりにくい見積書のみで、図面やリ

フォーム項目等を明示した文書が全くなかっ

た。注文者は高齢で建築の専門的知識も全くな

く、相手方のブランドのみを信じて委ねてしま

っていた。

２ 　実際の施工は、契約１については、１階部分

のリフォーム（一部解体と玄関部分等）と不十

分な屋上防水・外壁塗装であり、契約２につい

ては、耐震補強も必要性・工法の有用性に疑義

が生じるような施工であった。建物を見分する

と、到底２０００万円の工事内容とはいえないこと

は一目瞭然であるが、他方で、見積書は、既設

部分のみの見積もりとして整合する内容であ

り、このギャップをどう主張立証するのかが困

難な事案であった。また、各契約ごとに工事完

成確認書の署名したり、代金を支払っていたり

していたという事情もあった。

　 　訴訟においては、Ａ氏のリフォームを決意す

るに至った動機（上記のとおり）、実際になさ

れた工事内容の出来高評価（９００万円程度）、Ａ

氏主張の工事内容を今後実現するとした場合に

要する工事代金（９００万円程度）などから、Ａ

氏の主張する内容が契約内容であると主張し

た。

３ 　１審では、和解案を含めて証拠上固い部分し

か提示されなかったが、２審にて再度現地見分

が行われ（裁判長と担当裁判官の２名が見分）、

その後、上記の和解に至った。

４ 　本件のように契約内容が問題となる事案にお

いては、専門家である施工者は、消費者にわか

る形で契約内容を説明・提示したことについて

主張立証責任を負うと解さないと、契約資料等

が乏しいリフォーム被害の救済が大変困難であ

ると思われる。裁判所も、実際に本件建物を見

分すると、ひどいとは思ってくれたようだが、

判決となると証拠との関係で厳しい事案であっ

た。高裁で現地見分が行われたのは異例のこと

であったが、和解の機運を高めたと思う。
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　第３４回福岡大会（H２５.０５.２５～２６）以降現在ま

での当部会での活動は、以下のとおりです。

１�　「リフォームのトラブル相談Ｑ＆Ａ（仮称）」
の執筆

　実際のリフォーム被害を踏まえた予防・救済を

内容とするもので、リフォーム被害の類型・原

因・問題点等を日弁連意見書に即して述べた総論

部分、これを踏まえて個々の問題点をＱ＆Ａ形式

で解説する部分等から構成されています。今秋の

発行を目指しています。

２�　住宅安全基本法（仮称）の立法提言に向けて
の検討

　「住宅の安全」に特化・一本化した法律の制定

を目指して検討しています。

３　各種団体や行政との協議
　当部会では、この間、建築諸団体（公益社団法

人日本建築家協会：ＪＩＡ、公益社団法人日本建

築士連合会、一般社団法人日本建築士事務所協会

連合会）と、「建築物の設計・工事管理の業の適

正化及び建築主等への情報開示の充実に関する共

同提案法律案」について協議を行いました。

　また、一般社団法人日本建築構造技術者協会

（ＪＳＣＡ）と構造に

かかわる諸問題を協議

し、今後も継続してい

く予定です。

　さらに、国土交通省

の担当者と、マンショ

ンの建替えの円滑化等

に関する法律の一部を改正する法律案について説

明を受け、その内容等について協議をしました。

　同省とは、住宅確保要配慮者に対する住宅政策

や家賃債務保証業者等への対応についても協議を

しました。

４ 　現在進んでいる民法改正作業における消滅時

効期間や住宅関連条項についての検討していま

す。

５　今後について
　住宅の安全は、建築（意匠）だけの問題ではな

く、地盤、構造、さらには売買時の説明などをも

含めた広い範囲での専門家の関与によって実現を

図るものですので、これらの専門家をどのように

関与してもらうべきなのか等については、諸団体

等とのヒアリングを重ねながら深めていきたいと

考えています。

日弁連・消費者問題対策委員会・土地住宅部会

活　動　報　告
土地住宅部会 部会長、弁護士　平　泉　憲　一（大阪）
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地域ネット報告

北海道 　石　川　和　弘（弁護士・札幌） p.56へ
東　北 　千　葉　晃　平（弁護士・仙台） p.57へ
関　東 　谷　合　周　三（弁護士・東京） p.58へ
甲信越

北　陸 　東　畑　慎　治 p.59へ
東　海 　水　谷　大太郎（弁護士・愛知） p.60へ
京　都 　上　田　　　敦（弁護士・京都） p.61へ
関　西 　脇　田　達　也（弁護士・大阪） p.62へ

和歌山 　岡　　　正　人（弁護士・和歌山） p.63へ
神　戸 　中　西　大　樹（弁護士・神戸） p.64へ

中　国
四　国

　風呂橋　　　誠（弁護士・広島） p.65へ

ふくおか　朝　雲　　　秀（弁護士・福岡） p.66へ
九　州 　畑　中　　　潤（弁護士・福岡） p.66へ
沖　縄 　中　西　良　一（弁護士・沖縄） p.68へ

目
　
　
次

北海道

第１　勉強会の開催状況

　 　２００６年６月から、２か月に一度の頻度で、

消費生活センター、消費者協会の相談員や一

般消費者を主たる対象として、毎回、建築士

１名、弁護士１名が講師となって、２時間の

勉強会を開催している。

　　前回の全国大会以降に開催された勉強会は、次のとおり。

　６月１９日　住宅リフォームに関するトラブル事例（中山建築士）

　　　　　　新築戸建請負契約に関する書面（前篇）（山田弁護士）

　８月２１日　空き家の調査（宮下建築士）

　　　　　　新築戸建請負契約に関する書面（後篇）（山田弁護士）

　１０月１６日　雨漏り・漏水のトラブル（ＲＣ編）（中村建築士）

　　　　　　設計報酬のトラブル（石川弁護士）

第２　その他

　　メンバー、相談体制、広報の状況は、従前どおり

2013.10.16 中村建築士
石川弁護士

『雨漏り・漏水のトラブルについて（RC 造編）』
（中村）
『設計報酬のトラブル』（石川）

予　　　定

44 2013.8.21 宮下建築士山田弁護士 『空家住宅調査』（宮下）
『戸建の住宅を建てる場合に使う書面（後編）』（山田）

43 2013.6.19 中山建築士山田弁護士
『住宅リフォームに関するトラブル事例及び対処方法』
（中山）
『戸建の住宅を建てる場合に使う書面（前編）』（山田）
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東　北

１　東日本大震災関連の事案

　前回横浜大会報告後の動き

　・南吉成の集団宅地被害に取り組んでいる

　・被害予防の学習会を開催した（H２５.１２.１５）

２　構成等

　⑴　会員数　　５９名（弁２６、建１７、一１６）

　⑵　役員改選　代表幹事：齋藤拓生（弁護士　宮城）

  　　　幹事（副代表）：平山建治（建築士　宮城）

  　　　幹事：鈴木　覚（弁護士　宮城） 　　　 幹事：赤津重光（弁護士　青森）

  　　　幹事：富岡　朗（建築士　岩手） 　　　 事務局長：千葉晃平（弁護士　宮城）

  　　　事務局次長：篠塚功照（弁護士　宮城）　事務局次長：伊藤祐紀（弁護士　宮城）

３　活動報告等

　⑴　被害救済のために

　　①　無料相談会　　事務局・配点制

　　②　HPの立ち上げ「欠陥住宅とうほくネット」kekkan-jutaku.net

　　③　定期研究会・幹事会

　⑵　「スウェーデン式サウンディング試験講演」　H２６.３.１２

東北ネット例会のご案内

「スウェーデン式サウンディング試験講演～東日本大震災後の安全な住宅確保のために～」

　我が国では、住宅を建てる前の敷地の地盤調査方法として、「スウェーデン式サウンディング（SWS）

試験」が普及しています。SWS試験は「聴診器」を用いた診察に相当すると言われますが、「聴診器」

で的確な「診断」、「治療」が可能なのでしょうか？　東日本大震災後の安全な住宅確保のためには、

SWS試験の理解とその限界を正しく把握することが必要不可欠です。

　そこで、次回東北ネット例会では、地盤の専門家でありSWS試験の権威である中村裕昭先生をお招

きし、SWS試験についての講演を行います。

講師の紹介

講師　中村裕昭　先生

所属　一般社団法人地盤安心住宅整備支援機構技術顧問

略歴　 公益社団法人地盤工学会に所属され、同学会において、理事を始め、土の分類、サウンディ

ング、地下水調査などの各種規格・基準に関する委員会の委員・幹事・リーダーなどを歴任。

（地盤ネット株式会社HP（http://地盤安心住宅jp/talk/）より抜粋

九州

ふくおか

関西

京都
神戸

和歌山

東海

北陸
関東

東北

中国・四国

甲信越

北海道

沖縄



（58）

関　東

関東ネット事務局長

　　　　　　東京　弁護士　谷合　周三

事務局次長　東京　弁護士　髙木　秀治

１  ２００１年１１月２４日設立

　現会員数９５名（建４３、設２、技１、管１、弁３７、学１、一般１３）

２  運営体制  運営委員会、研修委員会、広報委員会

３  相談受付状況

　⑴　通常相談（設立から１３年１０月まで）

　　４４７件（１１０番からの相談含む。月平均２.８件）

　　（１３年５月～１３年１０月まで１件　月平均０.２件）

　　（定例相談を推奨しているため、通常相談は減少傾向にある）

　⑵　定例相談（０５年１０月～１３年１１月）（毎月第２土曜日開催）

　　新規４２５件（月平均４．３件）、継続４２７件（月平均４.４件）

　　（１３年５月～１３年１１月まで　新規２７件　月平均３.９件　継続３２件　月平均４.６件）

４  活動状況（１３年５月福岡大会以降）

　⑴　２０１３年総会及び講演会　６月８日

　　講演会テーマ　「契約と紛争－木造住宅と社会問題」

　　講師　山中誠一郎建築士・調停委員

　⑵　２０１３年全国ネット１１０番　７月６日　相談件数９１件

　⑶　関東ネットＢＢＱ大会　８月４日

　⑷　２０１３年度研修会「マンション問題について」　９月１４日

　　第１回　区分所有法を巡るマンション問題、講師　髙木弁護士

　⑸　２０１３年度研修会「マンション問題について」　１１月９日

　　第２回　マンションの紛争事例（騒音・目的外使用等の判例）　マンション建て替え（基本編）

　　講師　村頭弁護士、安田弁護士

　⑹　定例相談会　毎月第２土曜開催

　⑺　相談事例検討会（定例相談会終了後、２、３例程度検討）

　⑻　運営・研修・広報委員会  月１回開催（定例相談会終了後）

　⑼　広報等　ＨＰによる活動紹介・相談受付（アドレス：kjknet.org）

　　関東ネット通信２４号（２５年１０月発行）

５　今後の活動予定と課題

　⑴　２０１３年度研修会「マンション問題について」　２０１４年２月８日

　　第３回　マンションの建替えの円滑化等に関する法律に基づく建替手続き

　　　講師　鈴木弁護士

　⑵　定例相談会・相談事例検討会

　⑶　会員のいない地域（北関東方面）からの相談対応、定例相談会場の確保等

　　○横浜大会以降の予定など
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２０１４年度の関東ネット総会及び講演会の予定

　日程　６月１４日（土）１７時～

　講演テーマ（仮題）　戸建住宅の建築において注意すべき地盤情報及び地盤調査の方法

北　陸

　現在事務局を福井におき専用電話（０７７６-５８-
２６６８）で建築相談の応対をしております。相談
したい人は、すぐにでもということに体制は出
来ています。ただ福井、石川、富山が連携して
北陸ネットを構成しもっと依頼者の多様なニー
ズに応えられるとよいのですが、現在は細々と相談業務をしております。
　北陸ネットは、２００４年頃に発足しましたが、現在休眠状態で機能しておりません。これを発展的
に解消して役員を一新し、どのように継続するかを旧役員が集まって９月に検討しましたが、まだ
結論が出ていません。場合によっては、一度解散することになるかもしれません。結論がでました
ら報告を致します。ただ建築相談業務は必要と考えておりますので、どういう形になりましても続
けていくつもりでおります。
　建築相談は、最初建築の専門家が話を聞いても、重篤な問題には法律と建築の専門家が一緒にな
らないと解決の糸口が見いだせません。しかし、なぜ現在北陸で低調なのかを考えてみました。
　建築士が建築相談にどうして消極的なのか？は、２つ考えられます。まず１つは、報酬が確保しに
くいということです。２つめは、普段の新しいものをつくったり、改修したりする業務とは異なり、
後ろ向きのイメージと共に、お役に立っているという実感が薄いからではないかと思っています。
　建築相談を浸透させるために、事例報告会をしているのですが、なかなか理解されません。また
相談業務は、日常的に建築の実務に携わっていないとできないと確信しておりますが、設計監理業
務から一線を離れたような人がやることと思っている建築士が少なからずいることも事実です。
　法律と建築の専門家が一緒になって相談に応じることの必要性を認識しながら、今ひとつ連携が
希薄なことは、私たちの北陸だけではないかもしれません。そのことを全国大会にも参加し協議で
きればと思っております。（残念ながら１１月は出席できませんが）
　建築士の立場から申し上げますが、法律家の先生が建築士をもっと利用していただきたいと思っ
ております。
　もう一つ、感じていることがあります。建築相談の中でも、トラブルは設計施工のケースが多い
ことです。そこで重要事項の説明不足によるトラブルが発生しています。重要事項の説明の必要性
については、建築士法にもH１９に付け加えられました。確認申請提出時に、重要事項の説明をして
印鑑を得ることが絶好の機会のはずですが、いまだに建築主不在のまま委任状も市販の印鑑が押さ
れ、提出されることも多いものです。これは確認申請の受付そのものに問題があると思っておりま
す。特定行政庁に訴えまして、一部では、委任状を自筆でと改まりましたが、４号確認は民間でも
できますし改まっておりません。これは全国的な問題として、欠陥住宅全国ネットで運動ができれ
ばと願っております。
　以上現状報告と今後の課題につきまして書かせていただきました。よろしく御査収の程お願い申
し上げます。
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東　海

第１　組織の現状
　１　会員数（２０１３年１１月１８日現在）
　　　 １４０名（弁護士１０２名、建築士２６名、全相

協・その他一般１２名）。増減なし。
　２　ホームページ
　　　アドレス：http://www.tokainet.com/

第２　活動報告
　１　総会　＜第１４回総会＞　２０１２/０４/２０　於ウインクあいち
　　記念講演「木構造の課題と研究」
　　 　岐阜県立森林文化アカデミー准教授小原勝彦先生をお招きして、木造建築物の基本的な構造

や問題点、同アカデミーでご研究の最新の工法・材料等の性能や特性などにつきご講演いただ
いた。

　２　例会
　　⑴　第６８回例会　２０１２/０６/２４　於ウインクあいち
　　　・全国ネット福岡大会報告
　　　　西森由紀子会員（弁護士）　浅井洋樹会員（建築士）
　　　　菊田直樹会員（弁護士）　柘植直也会員（弁護士）
　　　・中国・四国ネット、神戸ネットとの合同勉強会について
　　　　柴田将人会員（弁護士）
　　⑵　第６９回例会　２０１３/０８/０６　於ウインクあいち
　　　・建築物と耐火性能について
　　　　纐纈誠会員（建築士）
　　　・平成２４年度の重要判例について
　　　　石川真司会員（弁護士）
　　　・欠陥住宅判例集勉強会（第６集）
　　　　森登会員（建築士）　中村圭佑会員（弁護士）
　　⑶　第７０回例会　２０１２/１０/２６　於名古屋プライムセントラルタワー
　　　・地域ネット間交流会として中国四国ネット、神戸ＮＥＴとの合同例会。
　　　・以下の各テーマにつき発表を行った後、意見交換を行った。
　　　・ＮＰＯ法人 欠陥住宅をつくらない住宅設計者の会の活動について
　　　　同会理事長　片山繁行会員（建築士）
　　　・紛争解決センター利用による紛争解決について
　　　　柴田将人会員（弁護士）　柘植直也会員（弁護士）　石川真司会員（弁護士）
　　　・名古屋地方裁判所「建築関係訴訟審理モデル」について
　　　　伊藤陽児会員（弁護士）
　３　相談
　　２０１３年4月から２０１３年１１月１８日までで、弁護士との面談相談申込が１４件。
　４　広報
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　　⑴　パンフレット
　　　各地消費者センター、建築指導課、愛知県弁護士会相談センター、法テラス等に配布している。
　　⑵　ホームページ
　　　内容の充実を図るべく、幹事会で議論中。
　　⑶　会報
　　　作成を検討中

京　都

第１　第１５回総会（２０１３年４月２７日）以降の活

動報告

　１　欠陥住宅京都ネット　第１６回総会＆大会

　２０１３年4月２７日（土）開催

　　 　玉水新吾一級建築士による「雨漏れ調査

方法、瑕疵担保保険における被害調査の実際」の講演他、「雨漏れ」をテーマに。

　２　主な研究会、その他行事

　　 7/6　全国一斉欠陥住宅１１０番(相談件数9件)

　　7/１９　弁護士建築士情報交換会、暑気払い

　　7/２４　第１回定例研究会　福岡全国大会報告、雨漏れ事案判例分析報告

　　7/２９　「建築訴訟」輪読会

　 １０/２９　「建築訴訟」輪読会

　 １１/２９　第２回定例研究会　「木材のおはなし～木材のこと、もっと知ろう」

　　　　　　講師：岩井木材株式会社代表取締役・二級建築士　岩井清氏

　　　　　忘年会

　　 1/6　「建築訴訟」輪読会

　　 2/7　第３回定例研究会（新人弁護士研修会）　

　　2/２１　京都建築士会青年部との懇談会

　　　　　　講師：建築士・木津田秀雄氏（予定）

　３　相談活動

　　⑴　日常相談　２０１２年３６件、２０１３年２６件、２０１４年(２０１４年3月１５日現在)5件

　　⑵　「京都市すまいよろず相談｣

　　　京都市と相談業務委託契約を締結、毎週日曜日実施。１日４コマ、１コマ４５分。

　４　広報活動

　　⑴　ネットニュースを年２回発刊

　　⑵　ホームページ（イベント情報を頻繁に更新、会員ページの充実・整備）

第２　組織の現状と課題

　１　会員数（２０１４年3月１５日現在）

　　１５１名（弁護士１１９名　 建築士２６名　学者・一般 6名）

第３　今後の課題
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　１　活動方針の根本的見直し

　　京都北部、滋賀における被害救済体制の構築

　２　研修企画の充実

　　若手会員の養成。情報共有。

　３　相談活動の改革

　　相談体制の抜本的改革、京都市内以外の地域活性化

関　西

第１　組織状況　（2014.03.20現在）

　１　総会員数：１５９名　（　）内は昨年３月時

点との異動

　　（内　訳）：弁護士：１２１名（＋４名）

　　　　　　　建築士： ３３名（±０名）

　　　　　　　その他：  5名（±０名）

　２　協力会員：１０２名　（　　）内は昨年３月時点との異動

　　　　協力弁護士：８２名…新人７名を含む（＋７名）

　　　　協力建築士：２０名…新人１名を含む（＋１名）

　３　幹事・事務局体制　（　　）内は昨年３月時点との異動

　　　　幹　事：６名…会計監査１名を含まず（±０名）

　　　　事務局：１８名（＋２名）

　４　現状の問題点　　新人の建築士の勧誘や研修機会を増やしていきたい。

第２　活動状況 （前回総会以降分）

　１　概況

　　（平成２５年）

　　　６月１２日（水）１８:００～　「伝えるための鑑定書の書き方」勉強会①

　　　７月０１日（月）１８:００～　１１０番事前研修会

　　　７月０６日（土）１０:００～　欠陥住宅１１０番

　　　７月１３日（土）１３:３０～　１１０番後の個別相談会

　　　８月０９日（金）１８:００～　「伝えるための鑑定書の書き方」勉強会②

　　　１０月０１日（火）１８:００～　「判例タイムズ齋藤判事論文」勉強会①

　　　１１月１９日（火）１８:００～　「判例タイムズ齋藤判事論文」勉強会②

　　（平成２６年）

　　　１月１５日（水）１８:００～　「判例タイムズ齋藤判事論文」勉強会③

　　　３月０６日（木）１８:００～　新人歓迎会

　　　４月０５日（土）１１:００～　欠陥住宅関西ネット総会

　　　　　　　　　　　　　　「ゼロから学ぶ建築基準法」

　２　被害救済活動
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　　⑴　定例個別相談会

　　　 　２か月に１度（偶数月の第１土曜日）に、北浜周辺の貸会議室にて、弁護士、建築士によ

る個別相談会を実施している（相談料は２０００円）。

　　　　⑵　個別事件の対応

　　　　⑶　欠陥住宅１１０番事前研修会

　　　　 　「欠陥住宅・追加変更契約１１０番」というテーマに即して、一般的な欠陥住宅のみならず

契約後の追加変更問題についても研修を行った。

　３　研究・予防等活動

　　⑴　「伝えるための鑑定書の書き方」

　　　 　建築士同士であれば説明するまでもないほど明らかな建物の問題点（あるいは問題がない

ということ）を、建築の分かっていない裁判官や弁護士に理解してもらうためには、特に、

そのための文章を作成する上では、一定のコツや注意すべき点があります。

　　　 　そこで、今まで多数の鑑定書、意見書、調査報告書を書いてこられた木津田秀雄一級建築

士により、鑑定書の書き方の注意点、コツ、構成、工夫をお話しいただきました。

　　⑵　「判例タイムズ齋藤判事論文勉強会」

　　　 　齋藤毅判事の論文（判例タイムズ１３８９号３７頁～５７頁「建築関係訴訟における設計上及び施

工上の瑕疵についての各論的検討」）は、大阪地裁１０民（建築専門部）の現役の判事が、判例

タイムズに発表したものです。欠陥住宅関西ネットとしては、是非検討する必要があります。

　　　 　そこで、「基礎・地盤に関する瑕疵」「構造に関する瑕疵」「防火に関する瑕疵」の３回に分

けて、上記論文を検討しました。

　４　広報活動

　　⑴　欠陥住宅関西ネット通信（関西ネットニュース）

　　⑵　ホームページ（http://www.kekkan.net/kansai/）

　　　関西ネットの案内などを表示している。また、Ｑ＆Ａを充実させた。

　　⑶　メーリングリスト

　　　登録者によるメーリングリストを、行事の連絡などを中心に活用している。

　　⑷　大阪市立住まい情報センターのタイアップ事業

　　　応募したが、２回落選した。再度応募する予定。

　　⑸　その他

　５　今後の課題

　　・相談件数が低迷しているので、広報活動等を充実させていきたい。

　　・特定行政庁、他の諸団体等の協議会の開催も行っていきたい。

和歌山

第１　会員数

　　　　３５名（弁護士２１名　建築士１４名）

第２　活動内容
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　１　平成２５年４月２３日（火）総会

　　役員選任

　　　　代表幹事　　石津剛彦（弁護士）、栗山哲也（建築士）

　　　　会　　計　　栗本敦司（建築士）

　　　　事務局長　　岡　正人（弁護士）

２　欠陥住宅リフォーム１１０番（電話相談）

　平成２５年７月６日（土）開催

　相談担当者　弁護士４人　建築士３人

　相談件数　　１件

３　定例会議・勉強会

　⑴　平成２５年６月１３日（木）開催

　　「第３４回福岡大会」の研修報告

　⑵　平成２５年９月１１日（水）開催

　　個別事件報告

神　戸

活動報告（２０１３．６月～２０１４．３月）

１　神戸ＮＥＴの正会員数

　　（２０１４年３月１８日現在）

　　⇒ ２４名（建築士１０名、弁護士１４名） 

２０１４年１月に弁護士１名加入。

２　神戸ＮＥＴの活動報告（２０１３年６月以降）

　⑴　定例会

　　 　毎月１回の割合で、定例会を開催。主な内容は、事件の配点及び進行状況の報告。また、後

記⑷に挙げた市民向けリフォームトラブル講座の準備として、別途打ち合わせを行いました。

　⑵　地域ネット交流会

　　 　１０月２６日（土曜）に、東海ネット主催の地域ネット交流会に参加。予備調査のあり方など、

各ネットにおいて通常行われている業務について意見交換を行いました。

　⑶　欠陥住宅１１０番の実施

　　 　７月６日（土曜）に、全国ネットと連動して欠陥住宅１１０番を実施。神戸ＮＥＴでの相談件数

は１０件と、昨年よりやや増加。

　⑷　市民向けリフォームトラブル講座

　　 　来年３月８日（土曜）に、神戸市の「すまいるネット」と連携して、市民向けリフォームト

ラブル講座を開催。実施後アンケート結果から、次回以降も継続して実施する方向となりまし

た。

　⑸　神戸ＮＥＴのホームページを随時更新

　　　http://www.kekkan-kobe.net/
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中国・四国

１　 会員数

弁護士・学者： ８７名　建築士等： ２６名　一

般： １５名／

合計１２８名

※ 支部ごとの会員数は以下の通りです。

　広島……弁護士・学者： ４４名　　建築士等： １７名　　一般： １４名

　岡山……弁護士： ３１名　　建築士： ５名　　一般： １名

　鳥取……弁護士： ２名

　香川……弁護士： ２名　　建築士： ２名

　愛媛……弁護士：２名

　徳島……弁護士： １名

　高知……弁護士： ５名　　建築士： ２名

２　活動状況

　・ ２０１３年７月６日（土）、広島市消費生活センター研修室において、広島支部主催の欠陥住宅予防

セミナー～家を建てる前に知っておきたいこと～を開催（消費税増税の駆け込み契約の予防を

呼びかける趣旨）

　・ 同日、広島市消費生活センター（広島）・

岡山弁護士会（岡山）、島田設計事務所

（高知）において、欠陥住宅被害１１０番を

実施

　・２０１３年７月２０日（土）、おもてまち法律事

務所において、岡山支部主催の勉強会を開催

　・ ２０１３年１０月２６日(土)、名古屋において、神

戸ネット・東海ネット・中国四国ネット

共同企画の三ネット交流会に参加。初動

調査の方法、他団体との連携、弁護士会

の紛争仲裁センターを利用した解決の枠

組みなどについて協議。

３　今後の計画

　・２０１４年３月１６日（日）、山口市において、

入門講座と予防セミナーを開催

　・２０１４年５月１０日（土）、広島市において、

第３回「３ネット交流会」を開催

　・広島欠陥住宅研究会設立１５周年記念行事

を企画中
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ふくおか

１　会員数

　　　 ４９名（建築士８名、一般１名、弁護士４０
名）（福岡、佐賀２名、鹿児島１名）

２　活動報告

　⑴　欠陥住宅１１０番

　　平成２５年７月６日（土）開催

　　相談件数　　１８件

　　　一　　般　　１４件、マンション１件、リフォーム３件

　　　継続相談　　６件

　　　受　　任　　１件

　⑵　定例会議・勉強会

　　平成２５年

　　　①　７月１日

　　　②　８月３０日

　　　③　１０月２２日

　　　④　１２月 １１日

　　平成２６年

　　　①　２月２７日

　　　②　４月１５日

　　毎回、２０人程度の参加で、行っています。

九　州

第１．結成日時

　平成１２年１１月２５日

　　 北九州にて欠陥住宅被害全国連絡協議会第

１０回大会が開催されたことを機に結成。

第２．人員構成

　平成２５年１１月現在５５名（弁護士２８名、建築士１６名、一般１１名）

第３．現在までの活動状況

　１．研究会等

　　平成１３年３月１７日　第１回総会・研究会　開催（福岡）

　　　・九州ネットの活動方針、役員の選任、相談体制等の決定

　　　・幸田弁護士、簑原一級建築士による鑑定書の作成方法についての報告

　　　・山上弁護士、畑中弁護士による事例報告

　　平成１３年９月１５日　第２回研究会　開催（宮崎）
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　　　・池本一級建築士による「４号建物に関する問題点概説」の講義

　　　・河野弁護士による事例報告

　　　・織戸弁護士による事例報告

　　　・裁判所の鑑定制度につき討論

　　平成１４年３月１６日　第３回研究会　開催（福岡）

　　　・九州住宅保証株式会社　技術部長　相良敏行氏による

　　　　「住宅性能評価業務の実際」の講義

　　　・幸田弁護士による事例報告

　　平成１４年３月２２日（金）、２３日（土）　欠陥住宅１１０番

　　　・ 福岡、宮崎、大分、佐賀で実施。計３７件の相談があった（福岡１３件、宮崎１５件、大分７件、

佐賀２件）

　　平成１４年８月３日（土）　欠陥住宅全国ネット幹事会　開催（鹿児島）

　　平成１４年９月２８日　第４回研究会　開催（大分）

　　　・鋼管杭圧入工法の是非についての討論会

　　　・事例報告

　　　・九州ネットの今後の活動と南九州ネット構想について

　　平成１５年３月１５日（土）　第５回研究会　開催（福岡）

　　　・立石威積建築士による違法な擁壁工事事例報告

　　　・簑原信樹建築士による外断熱工法についての学習会

　　　・片井克己建築士による高層マンション建築反対運動についての報告

　　　・その他事例報告

　　　・九州ネットの会員資格に一定の制限を設けることの可否・要否等についての討論

　　平成１５年３月２９日（土）　欠陥住宅１１０番

　　　・九州各県を対象にして福岡市で開催　計１８件の相談があった

　　平成１５年９月２０日（土）　第６回研究会　開催（北九州）

　　　・幸田弁護士、畑中弁護士による欠陥マンションの事例報告

　　　・補修費の算定及びその他損害論についての検討会

　　　・その他事例報告

　　平成１６年３月２７日（土）　第７回研究会　開催（福岡）

　　　・シックハウス（マンション）の報告

　　　・建築協定隣接地のマンション建設反対運動の報告

　　　・その他欠陥建築事例報告

　　平成１６年７月３日（土）　欠陥住宅１１０番実施

　　　・九州各県を対象にして福岡市で開催　計４件の相談があった

　　平成１６年９月１８日（土）　第８回研究会　開催（佐賀）

　　　・軟弱地盤と欠陥住宅について

　　　・その他事例報告

　　平成１７年４月２７日（水)　地震被害１１０番実施

　　　・建築環境問題研究会主催で福岡西方沖地震被害者を対象に福岡市で開催

　　平成１７年９月３日（土）　第９回研究会　開催（福岡）
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　　　・福岡県西方沖地震とコンクリート建物被害の実態・復旧対策

　　　・欠陥建築事例報告

　　平成１７年１２月１０日（土）　構造計算偽装・ずさん検査告発１１０番実施

　　　・ 福岡市及び北九州市でそれぞれ実施し、福岡市については面接相談４１件、電話相談４６件が、

北九州市については面接相談・電話相談の合計７件が寄せられた。

　　平成１８年７月２１日（土）　欠陥住宅１１０番を実施

　　　・福岡県全域を対象に福岡市で実施し、３７件の電話相談が寄せられた。

　　平成１８年９月１０日（日）　第１０回研究会及び全国ネット幹事会開催（福岡）

　　　・河野弁護士による勝訴事例報告

　　　・耐震偽装問題についての報告等

 　　平成１８年１１月２５日（土）～２６日（日）

　　　・欠陥住宅被害全国連絡協議会第２１回大会を開催

　　　・欠陥住宅全国ネットの会員などによる和解・勝訴報告等が行われた。

　　平成１９年６月２９日（金）　欠陥住宅１１０番実施

　　　・欠陥住宅１１０番を北九州で開催。５件の相談があった。

　　平成２０年７月５日（土）　欠陥住宅１１０番実施

　　　・欠陥住宅１１０番を福岡で開催。２３件の相談があった。

　　平成２１年７月４日（日）

　　　・福岡市で欠陥住宅１１０番を実施。

　　　・ 欠陥住宅（戸建）１２件、欠陥マンション６件、リフォームトラブル２件の合計２０件の相談

があった。

　　平成２２年９月１２日（日）　欠陥住宅全国ネット幹事会開催（北九州）

　　平成２２年１２月４日（土）～５日（日）

　　　・欠陥住宅被害全国連絡協議会第２２回大会を北九州市で開催

　　　・欠陥住宅全国ネットの会員などによる和解・勝訴報告等が行われた。

　　平成２５年３月１９日（火）　欠陥住宅ふくおかネット設立

２．相談活動

　 　平成１３年３月の総会以降、電話による相談受付を行い、会員に配転して相談を実施するという

システムにしている。事務局への相談申込はこれまでに約４６件が寄せられている。

沖　縄

１　現在の活動

　 　現在、２ヶ月に１回程度の開催を目標に、

会員による不定期の勉強会・報告会を開催し

ている状況にある。

２　構成等

　⑴　会員数　８名（弁８、建０）

九州

ふくおか

関西

京都
神戸

和歌山

東海

北陸
関東

東北

中国・四国

甲信越

北海道

沖縄
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　　近日に、建築士１名について加入予定である。

　⑵　役員　代表幹事　三宅俊司（弁護士）

　　　　　　　　幹事　平良卓也（弁護士）

　　　　　　　　同　　中西良一（弁護士）事務局長兼務

３　今後の活動等

　　当面は、現行通り、２ヶ月に１回程度の勉強会・報告会を開催していく。

　　また、建築士にも参加を呼びかけていく。

　　沖縄においても１１０番が実施できるよう調整・体制づくりを行う。

４　その他

　　特になし
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　私が『消費者のための欠陥住宅判例』の発行元

である民事法研究会に入社したのは、関東ネット

が横浜大会において、「心ゆくまで懇親会をご堪

能ください」と産声をあげたのと同じ２００１年秋の

ことです。私は、その後、関東ネットにおいて広

報のお手伝いをさせていただいておりますが、何

か、ご縁のようなものを感じております。

　その半年後、『欠陥住宅判例』の第２集が発刊

されましたが、私は、この第２集から『欠陥住宅

判例』の編集作業を担当させていただくことにな

りました。民事法研究会に入社後、第１集の担当

でもあった編集部の先輩からは、「書籍の発刊は、

早くても原稿をいただいてから４カ月後」と教え

られていたのですが、５月末に開催される岡山大

会に間に合わせるといって原稿をいただいたの

が、３月のことでした。そのため、第２集の主担

当でいらっしゃった京都のＫ弁護士とともに、ゴ

ールデンウィークを潰して編集作業を進めること

になりましたが、この時点では、このスケジュー

ル感が「欠陥住宅慣例」になるとは、知る由もあ

りませんでした。

　第２集が何とか間に合い、岡山大会においてＫ

弁護士と抱き合わんばかりに発刊を喜んでいる

と、当時、「事務総長」でいらっしゃったＮさん

に「気持ち悪い」と言われたことが思い出されま

す。その後、第６集に至るまで、主担当の先生方

と大会時に発刊を共に喜ばせていただいておりま

すが、こちらは、大変うれしい慣例でした。完成

した書籍を先生方が笑顔で手にとってくださるの

を想像しながら、

編集作業を進めた

ものでした（やっ

ぱり気持ち悪い）。

　仙台のＹ弁護士

をはじめとした先

生方の「奇跡の民

事法研究会」との

おだてに乗って、「入稿後２カ月弱で発刊」（第４

集）といったハードルなどをこなしていくことに

より、私の編集者としての編集作業の能力は鍛え

られました。また、消費者の方とともに弁護士・

建築士の先生方が勝ち取られた最高裁判例・下級

審裁判例に触れさせていただくことで、欠陥住宅

問題の現状、消費者の置かれている立場、欠陥住

宅訴訟における理論の進化と深化などを感じさせ

ていただき、編集者として必要な視点などが養わ

れていったと思います。そして、大阪のＭ弁護士、

Ｈ弁護士と夜中の４時に、大阪にあるスタンドバ

ーでお話をさせていただいた際に、先生方から「編

集者も、消費者問題で闘う戦友と思っている」と

のお言葉をいただきましたが、「編集者も闘わなけ

ればいけない」という意識が、私が担当していた

雑誌や書籍の企画・編集において悩みができた際

の拠り所となりました。もっとも、後日、先生方

に「あのお言葉はうれしかったのです」と言った

ところ、「？？？」というご様子でしたが……。

　このように、『欠陥住宅判例』の編集作業など

を中心に、欠陥住宅全国ネットのおかげで編集者

私を鍛えてくれた『欠陥住宅判例』
軸　丸　和　宏　

　私たち欠陥住宅全国ネット会員の獲得判例を集めた「消費者のための欠陥住宅判例第１集～第６集」の発行
社である株式会社民事法研究会の担当者として長年お世話になった軸丸和宏氏が、平成２５年１１月末日をもって
退社されました。軸丸氏のこれまでのご尽力に感謝すると共に今後のさらなるご活躍を祈念いたします。 
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事務局だより
　平成２５年１１月３０日・１２月１日に開催した横浜大会では１０１名のご参加をいただきました。ご参加いただい

た皆様、ありがとうございました。

　また、現地事務局をお引き受けいただいた関東ネットの皆様には、大会開催にご尽力いただき本当にあり

がとうございました。改めて感謝申し上げます。

　さらには、大会でご講演・ご報告いただいた皆さまには、当日のみならず大会後もこの「ふぉあ・すまいる」

の原稿をお寄せいただき本当にありがとうございました。大会もふぉあ・すまいるも皆さまのご協力の賜物です。

今後ともよろしくお願い致します。

　さて、次回大会は、平成２６年５月３１日・６月１日に三重県四日市市「じばさん三重ホール」（四日市市

安島１丁目３番１８号）にて開催いたします。

○ 　大会１日目は、立命館大学法科大学院の松本克美教授に、「建築紛争裁判の到達点と問題点」と

題するご講演をいただきます。この１０年あまりの間に出された最高裁判決を踏まえての建築紛争裁判実務

の現状についてのお話は必聴です。

○ 　また、木村孝弁護士（東京）に、「崖・擁壁の法的規制の現状と問題点（特に「既存擁壁」の問

題点）」についてご講演をいただきます。崖地についてのまとまった講演はネットでも初めてで、またとない

機会です。

○ 　２日目は、弁護士でもわかる建築講座として、木津田秀雄一級建築士（関西ネット・神戸ネット）に、「建

物の外装・外壁についての問題点」について講演いただきます。ふだん建築士さんに頼り切りの外装・外

壁について基本からご教示いただく予定です。

○　その他判決和解事例報告も満載です。ぜひ、ご参加ください。

　皆さまに四日市でお会いできることを楽しみにしております。

として成長させていただきましたが、私は、家庭の事

情などもあって、昨年（２０１３年）１１月、奇しくも関東

ネットが主幹の横浜大会の直前に民事法研究会を退

社いたしました。が、その後、日本弁護士連合会消

費者問題対策委員会土地住宅部会の先生方にお願

いして進行中の新たな書籍企画の件で、仙台のＳ弁

護士から「民事法研究会なら、原稿を渡したらすぐに

発刊できるはず」との高いハードルが設定されて、担

当者がびっくりしてしまったこともあり、また、編集部内

部で異動などがあって人手が足りなくなったこともござい

まして、現在、パートタイムで編集作業の「お手伝い」

をしております。

　全国ネットの皆様には、フルタイム時代に大変お世

話になりましたことをあらためまして深く感謝申し上げま

すとともに、パートタイマーおよび欠陥住宅問題に関心

のある一個人として欠陥住宅問題に継続してかかわっ

てまいりたいと考えておりますので、引き続きご指導賜り

ますよう、よろしくお願い申し上げます。


